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生命•安金窘零一P—FIE 
鏖霪徽会騫鬮い醐嘗

鎌田慧
第7回田尻賞表彰式での特別講演

/------------------------------------------------------------------------ -------------- =

' 7月5日(日)午後、東京•神田の東京YMCAホテルにおいて、第7回田尻賞表彰式が約70名
の参加者で開催された。第7回田尻賞の受賞者は、6月号42頁で紹介したように3個人と1団
体の4件。表彰式では、現代日本の開発や産業現場に関する多くのルボルタージュの力作があ 

る鎌田慧さんが特別講演を行った。

今号では、鎌田さんの特別講演および受賞者の一人である三池CO中毒患者の妻として、患

者の夫だけでなく妻への償いも求めた裁判を闘った松尾蕙虹さんのスピーチを紹介する。

おめでとうございます。長い間いろいろな地域 

で活躍されてこられた方々の前で僕の方でお話 

をするとか、言葉を付け加えたりすることはない 

のですが、事務局から依頼されまして。松尾蕙虹 

さんとは、ずっと以前から親しくしていただいて 

いて、僕自身もすごく喜んでいますので。そうい 

うこともあっておうかがいしました,どういうこ 

とをお話ししたらよいのか考えてもよくわから 

ない。まとまったお話はできないんですけれど、 

最近考えていることをちょっとお話できればと 

思っています。

田尻さんは、僕らが若い頃の公害運動の先端 

にいらした方で,四日市の本とか『公害摘発最前 

線』とか、そういうのを夢中になって読んだ記憶 

があります。海のGメンとして積極的に、大胆に 

摘発していた姿を活字でよくうかがっていまし 

た。そういう意昧で、この賞がそのあといろいろ 

なかたちで勇気ある人たちに与えられてこられ 

たということに対して、すごく僕自身も感激して 

おります。

今日は松尾蕙虹さんが九州から来られたし、 

香川県の豊島から,あるいは沖縄で活躍されてい 

るカメラマンのご遺族、長野に住まれている僕ら 

の大先輩といった皆さんのお話がこれからある 

でしょうから、簡単なかたちでお話しします。

ひとつは労働災害という問題です。労働災害は 

何となく減ってきているよ.うな感じがしまして、 

これはつまり日本の産業の労働環境がかなり改
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鎌田慧さん

善されてよくなってきたというようなことで言 

われています。実際、僕自身、たとえば旭硝子で2 
か月くらい働いたことがあります。旭硝子の船橋 

工場というところですが、ここでは2か月のうち 

に孫請け労働者が3人ほど心臓麻痺で亡くなっ 

ていました。これは過労死だったんですけれど、も 

ちろん労働災害として全く認められないし,千葉 

のずっと山奥から来ていた方の自宅に行ったこ 

とがありますが、そこから労働災害の裁判を起こ 

すなどということは考えられないことだったん 

ですね。それはせいぜい20年ほど前のことです。

番ホワイトカラーの「過労自殺」まできた

労働実態

あるいは僕の記憶に鮮明なのは、地下鉄工事の 

ため、荒川の四ッ木で,僕の出身地(青森県)の近 

くの大鰐町から来ていた出稼労働者が集団で亡 

くなって、集団葬儀が大鰐町の方でありました。 

これもほとんど補償はないし、ビルの上から墜落 

した人たちも、30万円とかそんな状況がありま 

した。

こうしたことはついこの問までごく日常的に 

つづいていて、さらにいま、過労死というのがど 

んどん増えています。これはホワイトカラーの人 

たちに結構多いし、最近僕が取材しているのは「過 

労自殺」で、月刊誌に書いています。これも信じら 

れないほどの長時間労働で、取材しているうちに 

わかってきたのですが、あまり長い時間働くとう 

っ病になって、結局判断がつかなくなって自殺し 

てしまう。こういうのもどんどんあらわれている。 

_それと、日本の近代化、あるいは合理化という' 

のは、労働を楽にするというかたちで進んできま 

した。もちろん,反合闘争というのはありました 

し、かなりタテマエ的になっていたとは言え、反合 

理化の精神というのはあったわけです。でもやは 

り、生産性を上げることには反対できないという 

企業防衛の論理みたいなものにまきこまれて,合 

理化が進んできました。前近代的なひどい労働災 

害というのはなくなったようにみえているけれ 

ど、全く同じようなかたちで、オフイス街のビルの 

中で発生しているという問題をどういうふうに 

つなげて考えるか、その想像力が問われています。

松尾さんの夫が被害を受けた事故は,本当に信 

じられない炭塵爆発事故です。あの当時、炭塵爆 

発だと指摘されていながら、学者たちで、最初は. 

坑内でダイナマイトが爆発したとかまるで過激 

派がなにかをやったようなことを言う人もいま 

したし,原因を明白にするよりもどんどん曖昧に 

されてきました。その間長い間、松尾さんをはじ 

めとした原告が筆舌に尽くし難い苗悩を負って、 

原因追及でやってきたと思うんです。きわめて単 

純な事故でありながら、その原因が解明するまで 

に30年もかかり、その間に多くの被災者が亡く 

なっていく。生活が、あるいは家庭が破綻してい 

くということがあったわけです。

それは地底の暗闇で起こった事故ですが,いま 

はどういうふうなかたちで変わってきたのか。ほ 

とんど変わっていないのじゃないか。むしろ、そ 

の現われ方が,爆発とか安全性の不備というより 

も、むしろ自殺というかたちで内向して,労働者 

が自分で死に追い詰められていくという構造に 

なってきている。それをどういうふうにとらえて 

いくかということだと思うんですね。

まあ言ってしまうと、労災事故はきわめて単純 

明解で、原因がはっきりしているわけで、犯人と 

いうか発生源者がはっきりしているわけですけ
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れど、しかしなおかつ三池の場合は、30数年間全 

く認められなかった。会社側が坑内の炭塵の掃除 

をサボっていたというただそれだけの事実さえ 

認められていなかった。そういうふうな社会の中 

で、ますますいろいろなかたちでホワイトカラー 

まで含めて自殺に追いやられてきています。公務 

員もそうですし、現場の労働者だけでなく管理職 

とか設計技師とか、そういう人たちが人員が削ら 

れて、納期が迫ってくるから、すさまじい長時間 

労働で追いつめられて、結局自殺するわけですけ 

れど。

それもきわめて残念なことには、会社を批判し 

て死ぬというより、同僚に謝って死ぬ人の方が多 

いんですよね。申し訳ないと。家族に謝るよりも、 

同僚に謝って死ぬというかたちで、精神的に会社 

に縛られている,これはどういうことかってこと 

なんですね。むしろ昔の労働者の方が、まだ労働 

者の連帯感があったり、自分の仲間が殺されるこ 

とに対する批判があったり,会社に射立する意識 

があった。今は假別に死んでいく人が、自分が死 

んでいくことによってあいつの仕事を多くする, 

仕事で迷惑をかけしまうというかたちまで会社 

というシステムに縛られているというところま 

で来ているのです。

もうひとつの問題は、労災としてなかなか認め 

ない,労災認定しないという問題があります。労 

働省が保険金として集めていながら、補償金を少 

しでも払わない。そういうふうなシステムという 

のはどういうことか。それをどうして今まで運動 

で突破しきれなかったのか。たしかに、労災•職業 

病闘争は各地でたたかわれてきましたが、過労死 

はついさいきんのことです。まして、過労自殺の場 

合ですとだいたい年間3人とか4人とか、枠が決 

まっているんだそうですね。どんなに件数があっ 

ても,その枠以上は認定しないとか。そういうこと 

が今でもずっとまかり通っている不思議さン

話があちこちに行ってしまいますが,そういう 

意味でも、松尾さんの御苦労を考えますと。まあ 

本人は明るいかただからいいんですけど、大変な 

ことだと思うんです。実は僕はお父さんも存じ上 

げてますし、お母さんも存じ上げています。お父 

さんは三池労組の活動家だったんですよね。その 

娘が三池労組と対立して自分で裁判に訴えるこ 

との、大牟田の中での葛藤というのは並大抵のこ 

とではないと思うんです。三池労組はその当時、 

英雄的というか神様みたいな存在でしたから、そ 

の中で三池労組と対立して、三池労組は裁判をや 

らないというのに、最初2家族だけで三井鉱山を 

訴えて、結局因果関係で認めさせた。そういう女 

性が田尻賞の対象になったということは、すごく 

嬉しいことだと思っています。

が、労働災害は、そのころよりもさらに深い闇 

に沈んでいると思います。労働災害の爆発事故と 

か転落事故とかですと、安全装置がどうかとかあ 

る程度の因果関係ははっきりしてきますけれど、 

過労で病気になって死んでしまうとか、自殺なん 

かした場合、因果関係というのがなかなか明らか 

にならない。まあ残業時間力$べらぼうに長い場合 

には,それによって業務上起因したということは 

はっきりしますが、しかし今は、残業はほとんど 

サービス残業と言いますか、記録しない残業です 

よね。これもまたひどい話ですが、タイムカード 

をいったん押してから残業するとか、あるいは裁 

量制とかいうかたちで全く記録しないとか、きち 

んと記録すると上司に怒られるとか。そういうふ 

うな時代になっていますから、全然はっきりしな 

い。はっきりしない労働が膨大にあって、それに 

よって過労で亡くなった埸合には、結局本人の責 

任になっています。

參改めて問われる企業の生産責任

少し話が違いますが、いじめで亡くなった子ど 

もの家を10数件まわったことがありますが、こ 

の場合もほとんど,あれは子どもの責任であると 

か,家庭の責任であるというふうになってしまう 

んですね。つまり、いじめられやすいタイプだか 

らいじめられたとか,家庭がしっかりしていない 

から,いじめで死んでしまうような子どもになっ 

てしまったんだと。自殺はきわめてレアケース 

の,少数派の存在ですから,あれは家に問題が 

あったから自殺したとかいう世間の噂が、どんど 

ん広がっていくんですね。その間で親が苦しんで 
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いるという状況があるんですけれど。

過労に追い詰められて自殺した場合も.やは 

り、夫婦関係の問題とか,嫁と姑の問題があった 

から亭主が苦しんでいたとか、それから子どもの 

進学の問題があったから自殺したんだとか。いろ 

いろな理由でまわりでいわれますから、原因が全 

然はっきりしない。企業の中での労務管理あるい 

は労働条件がいかにひどくて死んだかという認 

識に到達しない。個人の問題にされてしまう。仲 

間自身もそういうふうにしない、簡単に言います 

と、労働者の連帯が切れてきたこと、競争に卷き 

込まれてきたことを示しているわけなんです。 

それと同じようなかたちで、産業廃棄物の問題 

もあるんじやないかなと僕は思うんです。つま 

り,1960年代の公害問題は発生源の企業がはっ 

きりしていたわけですね。まあ因果関係がはっき 

りしなかったらから、問題になって裁判闘争が長 

く続いたわけなんですけれど。でも、水俣病は 

チッソであるとか、イタイイタイ病は三井金属で 

あるとか、上流をさかのぼっていくとかすれば、 

発生源がはっきりしてきて、それに対する住民の 

運動が始まっていぐ。潰されて始まっていかない 

場合もあるし、因果関係を隠されてきたこともあ 

るわけですが。

僕が取材した対馬の東邦亜鉛というところは、 

因果関係を混乱させるために、鉱業所の下流が重 

金属で汚染されていたんですけれど、汚染されて 

いた川の泥とか水を上流に行ってまき散らして 

いたんですね。夜間に乗じて、下流で汚染されて 

いたものを上流に持って行ってぶちまけている 

から、厚生省が調査に行って報告書を出したら、 

これは自然に含まれている重金属だという調査 

結果を発表しています。そういうふうに攪乱した 

りして因果関係がはっきりしなかったという問 

題はありましたが、しかしそれでも原因と結果は 

明白になったわけです。複合された場合でも、川 

崎とか四日市のように発生源の企業がそこに存 

在していたわけです。

ところが、昔の鉱毒闘争,住民闘争からだんだ 

ん時代がたつにつれて、全人類的な問題になって 

来ていると思うんですね。つまり、生産者ははっ

きりしているわけですけど、いつのまにか消費者 

の方の問題になってきているわけですね。もちろ 

んそれは、ゴミの分別とか消費者ができることは 

いっぱいあるし、それはすべきだと思うんですけ 

ど、しかし、全部消費者の方で問題を受けて、生産 

者とか製造者の方の生産中止まではいかないん 

ですね。それを詰めなければいけない。

それと、産廃などで豊島に典型的に現われて 

いるように,行政が全然チェックしない。いくら 

住民が声を限りに叫んでも、行政がずっと野放図 

にしてきた。行政との闘争になっていくという。 

あるいは住民同士の対立になっていくという。そ 

ういうふうな不幸になってきたと思います。 

そういう意味でも、産業社会の中における企 

業の責任というのがなかなか追及されない。マス 

コミもそれをあいまいにするし、全般的にあいま 

いにして、全人類的な全地球的な問題に解消され 

てきているんじやないかというふうに、思うわけ 

です。

'©「人間らしい生活」を求めて

環境ホルモンの問題にしても、最近カップ麺の 

問題にまで到達していますけど、カップ麺の生産 

はずっと前から指摘されていました。あるいは学 

校給食で使う食器もずっと前から指摘されてい 

たけど、何の規制もなくてチxックもなかったわ 

けですね。それで環境ホルモンの問題になって. 

ようやく今大騒ぎになっている。ダイオキシンの 

問題にしても,田尻さんをはじめずっともう20 
数年前から問題にしていて、今ようやく問題に 

なってきている。

これはいろいろな人が、60年代の末から70年 

代に公害闘争でやってきて、それがどうして20年 

間うまくつながってこなかなかったのかという 

問題だと思うんですね。70年代はいろんな地域で 

住民闘争というかたちで,実力闘争も含めたかた 

ちでいろいろな闘争がありましたDそれが市民運 

動というかたちで広がってきて、今はいろいろな 

地域で市民運動があるわけなんですけれど。でも, 

どうして20年前から指摘されていたのが、うまく 

つながってこなかったのか。それをどういうふう
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に考えていくのかという、そういう議論をどうす 

ればいいのかという問題があると思います。

いまさら言うまでもないのですが、高度成長か 

らバブルにいたるまでは、開発至上主義と言いい 

ますか、地域開発に対する批判の視点というのは 

ほとんど持たれなかったわけですね。持たれない 

というのは、日本の文化というか、日本のマスコ 

ミ,ジャーナリズムというところでは、開発に対 

する明確な視点というのはなかなか打ち出せな 

かったと思います。その中で形成された精神的な 

ものとか価値観とかは、やはり明確に批判を突き 

出してこれなかったと思うんですよね。

バブルは崩壊したし、阪神大震災も起こりまし 

たし,もうひとっ文明的な問題としてオウムの問 

題もあったりなんかしていて,いま日本人はいろ 

いろなかたちで新たな価値観を模索していると 

思うんです。僕も僕なりに,批判的な視点で、開発 

にっいてとか公害にっいてとか、労働者の合理化 

にっいてだとか書いてきましたけれど,そんなに 

力があったわけではないし、それで今の時代を迎 

えていて、さらにどういうふうなかたちで自分が 

書くものに力がこもったものを書いて、新たなと 

ころを開いていけるのか。それはあまり僕自身の 

中で明確になっていないわけで、そう.いうことも 

含めて、今日これからお話をうかがって考えてみ 

たいと思っています。

僕は,50年代の末に田舎の高校を卒業して東 

京に出てきて,そのときから町工場で働いて、中 

小企業の労働者の悲惨な状態というのは,自分で 

体験して知っているわけでして。そこから60年 

代の高度成長とか、無理な成長に伴う公害の激発 

とか、労働災害の頻発とか、あるいは開発で金ま 

かせで農地や漁場を取り上げてきた様子とか。あ 

るいは都市の再開発とか、都市神話で、土地の零 

細地主と言いますか住民を暴力団がおっぱらっ 

て地上げするとか。どんどんむき出しのひどい資 

本主義の姿というか,そういうのを見てきたい 

書いてきたんです。

しかし、そういうことに対して、かってあった 

抵抗というか、反抗というか、反撃というのか。そ 

れがもうほとんどなくなってきている現実が 

あって,それをこれから日本の資本主義の中で、 

生命とか安全とかいうのをキーワードにして,ど 

ういうふうなかたちで対決する思想を確立して 

いくのか。そういう運動はどういうふうにつくっ 

ていくのかというのがもう一度問われてきてい 

ると思います。

かつては、「革命」の中にすべてを組みこんでし 

まったのですが、いまは現実の生活の中での生命 

と安全の点検と確立、っまり「人間らしい生活Jを 

もとめる運動がひろがっていくのだ、と思います。 

話が大げさになってしまいますけれど、20世 

紀の総括もふくめたかたちで、日本の今までのい 

ろいろな害毒というか,産業政策にたいして、そ 

れをどういうふうに変えていくのか。そういう構 

想が、イメージがまだはっきりしていない。そこ 

を、こういう田尻さんの遺徳といいますか。こう 

いう集まりがあって,そこに集まってきたいろい 

ろな方々が,いろいろなところで討論していくん 

じゃないかなと考えています。.

ほとんど話がまとまらないんですけど、最近

ちょっと考えていたことをお話しさせていただ

きました。どうもありがとうございま

した。

(文責•見出しは編集部)

[—11頁から続く]

血にまみれた血にまみれた写真が落ちていた

学生帽のランドセルの 顔が笑っていた

この子にすべての望み託して働いていた

友の笑顔が浮かぶ

命かけて 命かけて 築きあげた職場

この職場に 闘いの火を 燃やし続けよう

人とし生きるため 子らの未来のためにこそ 

搾取の鎖を断ち切ろう

(松尾さんの歌ったとおりに)

皆さん、一緒に頑張らせてください。あ 

りがとうございました。
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r家族⑩鏞償毫圃い纏けu 
関山後の今もc〇中毒追求

松尾蕙虹
第7回田尻賞表彰式でのスピーチ

顔見知りの方もありますし、まったく今日初め 

てお会いした人もいらっしゃいますし、あらため 

て自己紹介させていただきます。

三池炭鉱炭塵爆発単独裁判の原告であった松 

尾蕙虹といいます。こういう名誉ある田尻賞とい 

うものの連絡を受けたときに、私とまどいまし 

た。田尻賞というのは公害を対象とした運動をさ 

れる方に出される賞だというふうに認識してお 

りましたので、労働災害というもので賞がいただ 

けるということに、ただ驚いて、辞退もしました 

が、のこのことこういう場所に出てきました。皆 

さん、ありがとうございましたn

爆炭鉱夫の妻と三池闘争

私は、夫と結婚してから三池と安傑といって闘 

われた60年闘争までは、何にもしない主婦だっ 

たんです。労働組合っていうのはなあんだという 

感覚で。でも三池だけでも1,200名以上の人たち 

に解雇状が来たときに、私のところは幸いにして 

解履状を受け取りませんでした。でも、その当時 

主人の賃金が、月に28日出勤して、時間外労働60 
時問という作業の中で、やっと1万2千円の給料。 

もう親子4人の生活がどうにもならない賃金な 

んです。生活保護の方がまだいい。そのときに私 

は、今度は1万2千円の飯茶碗を叩き落とされな 

かったけれど、もし叩き落とされていたら私はど 

うしていただろうと。そうなってくるとやっぱ 

り、解雇状を受け取った人たちを何とかしたいと 

いう思いで、それからはもうがむしやらに動きま 

した。自分ができることは何でもやろうと。

主人は結婚したときは坑外職場にいたから、炭 

塵爆発とか落盤などにはまったく関係のない職 

場でしたけれど,昭和33年に次女が生まれてか 

ら生活は塗炭の茬しみで。当時、入坑するだけで 

1日85円,加算されるんです,炭坑は。その85円 

がほしさに主人は坑内へ行きました。そして、ひ 

とがんばりするぞと言っていた矢先に、あの解雇 

反対,安保と三池ということで闘われた闘争に 

突っ込んでいって、1年間ロックアウトと。 

©C〇患者の労務実態

36年から就労しました。よし、ひとがんばりす 

るぞと言っていた矢先に、あの炭塵爆発です。就 

労してからの賃金形態が第2組合優先で、第1組 

合に残った私の主人なんかはもう,坑内に行って 

も生活保護以下という感じで暮らしていました。 

あの11月9 mこ被災してから、最初は60%の賃 

金でした。あとから労働省が20%上乗せするよ 

うになって、3年間は差別賃金の80%で生活しま 

した。その間に,遺族が刑事で告訴したりしまし 

たけれど,これも不起訴になりました。当時の福 

岡検察庁は、労働者---人が社会に落とす貢献度よ 

りも三井鉱山の貢献度の方がはるかに大きい。:三 

井鉱山を起訴することによって、三井鉱山の生産

安全センター情報1998年9月号7
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をつぶすことになったら、社会的に大きな損失だ 

から三井鉱山を起訴しませんと言ったわけです。 

どうにもならなくなって、遺族や被災家族は, 

民事ででもということを提唱しましたけど、それ 

は組合に受け入れてもらえずに、法律を作って永 

久に患者を守らせたがいいということで、一酸化 

炭素中毒法を国会の中に作らせるという運動に 

なっていったわけです。これも、ザル法で終わり 

ました。そうしたら.三井鉱山は,それまで一部定 

年延長というかたちでco患者をみてましたけ 

れど,定年年齢に達した人はどんどん定年退職と 

いうかたちで切っていくわけです。

そうすると、何の保護も受けられない患者たち 

は、厚生年金も差別賃金で計算されるからもう安 

い。どこかに働こうとしても体力も落ちていく。 

病気と労働が比例しないわけですね。だから、バ 

タバタバタバタ倒れていくわけです。軽症患者と 

言われる人たちが倒れていく。

そのときにまた私の天の邪鬼が首をもたげま 

した。何とかしてこの切り捨てられていく C◦患 

者と三井鉱山を、どこかで接点をみつけないと, 

私たちはどうにもならない。私の主人も軽症患者 

ということで,労災の3年をもらった後は切られ 

て、うちははまだ被災したときが35歳でしたの 

で、会社の指揮下に入って賃金を得るしかなかっ 

たわけです。家族は、会社にCO患者のための職 

場を作らせたりとそういう運動はしましたけれ 

ど、私たちが要求した前収補償一元気で働いてた 

ときの賃金を寄こせというのには、法律にも要求 

しましたけれど盛り込まれない。

だからもう、生活苦はどこの患者も。それに軽 

症患者というのは家庭にいますから、家族の心痛 

というのは普通の家庭ではもう想像できないよ 

うな。発作は起こす、癎癢は起こす、5分もすると 

自分が暴れたことすらまったく覚えていない。耳 

鳴りだとか難聴だとか、いろいろな症状が出てき 

ても、それは労炎の中で認めてもらえない。そう 

いう中で、定年というかたちで企業から切り捨て 

られていく患者たちに、もう ''-度陽の目を見せな 

いと：どうしても納得がいかないということで. 

組合に私は,水俣でさえ見舞金をもらった後であ

松尾惹虹さん

れだけの闘いができたのに、どうして労働組合の 

中ではそれができないんですかというのが私の 

言い分です。

•男の組合、女の闘い

組合の方は、そういう材料があればもってこ 

い、研究しますとか言ってましたけれど、昭和45 
年終わり頃から,三井鉱山が石炭部門を第2会社 

に窓口を小さくするということが出たんで、また 

組合と話し合いました。窓口が三井鉱山という一 

本のときにやっぱりけんかを売りましょうと。 

言ったけど,組合はそれを受け止めてくれません 

でした。で,民事も刑事ももう時効だから裁判は 

松尾さん、もうどんなに言ってもやれないよとい 

うことで蹴られました。でもそれだけのことで、 

458名も死んで、839名の中毒患者がいて、何で 

やれないのか私には納得ができなかった。

.そして、最後まで組合と話し合って.1972年 

に、私と村上さんという家族と2世帯。私が裁判 

の中で言いたかったのは,労働者の損害だけじゃ 

ない、一家の大黒柱を殺され傷つけられた家庭に 

とっては、女の人権もあるはずだ。患者を看護し、, 

毎日の生活を立てていくためには、ひとつの企業 

は雇ったときから、家族にも責任を持つべきだと 

いうのが、相当暴論だということで組合からも言 
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われました。でも,60年の三池闘争が男の闘いで 

あったなら、今度は女の闘いをさせてください 

と、私は自分が原告にならない限り、裁判を考え 

ていませんでした。主人のとばっちりは全部私に 

来るんだから、これを私一人で背負っていく義務 

もなにもないと思ったので、主人も原告に立てて 

私も原告になるということでこの裁判をはじめ 

ました。今までの裁判例では、夫の損害の中に家 

族の分も含まれているというのが通常の理解 

だったようで、福岡地裁でも,こういう例は生存 

労働者の場合ないということで、訴訟救助を訴え 

たのもかなり長い間許可が下りませんでした。 

その後、組合がマンモス裁判ということで翌年 

に訴状を出しました。そのときは嬉しかったです。 

私のやったことが無駄じゃなかった。組合もやっ 

てくれるということで、すごく嬉しかったことを 

今でも覚えています。だけど、1987年の段階で、マ 

ンモス裁判は和解しました。水俣でも山野の炭鉱 

事故でも1,800万とったんですね。遺族•重症患者 

の部分は。三池の場合は■.遺族と重症患者で400万 

です。よくこんな低額で労働組合が納得するもん 

だと思って、もういきりたちましたけれど,和解 

してしまってからではもうどうにもならない。 

私たちは、あと大坪さん、藤末さんという人が 

私たちに合流してくれたから、4世帯8人の原告 

だったんです。私たちを和解に誘いこんだ方が手 

短でよかったろうにねって。何百人もいる原告団 

を引きずり込むには、骨が折れるだろうねって 

笑ってたような状態でしたけど、私たちには一切 

和解の話はありませんでした。また、たとえそうい 

条件が出てきても、私たちは負けてもいい。こう 

いう裁判があったということを裁判史上の中に 

判例として残しておきたいと。私たちは、家族の分 

は負けたけど、負けてもまたそれを踏まえてやっ 

てくれる人が一人でも二人でも出てくればいい 

なと。思い上がりに近いものも持ってたんです。 

翁通知もない最高裁

一審判決が10年くらいかかりました。それか 

高裁で。今年の1月に最高裁でも負けました。 

裁判というもののあり方も非常に納得がいかな

い。最高裁なんかから何の通知もない。受埋した 

とも言って来ないし,判決出すときもNHKか 

ら,松尾さん、判決出ましたねって連絡があった 

んです。朝7時すぎに。はっ？て言うようなもん 

で。そう■したら,次々に新聞社あたりからみえら 

れて、松尾さん、負けましたねって。

でも三池闘争の時は、総資本対総労働だったけ 

れど,私たちは4世帯で総資本を相手に闘ったん 

だから、もう思い残すことないねって、村上さん 

と今でも話すんです。三井鉱山が百円でも千円で 

も、家族の損害を出したとなったら、これはもう 

貴重な判例になって、次々に起こる過労死だとか 

何だとかっていうものにも適用されていくこと 

になるから、やっぱり書かなかったねって。最後 

は私と村上さん夫婦と3人しか原告はもう残っ 

てませんけれど、めげてはいません。でも、こうい 

う大きな賞をいただいたことで、ああ、まだ私は 

座り込めないんだなと思って、これは大変だとい 

う思いもしています。

主人も思いを残しながら,5年前にがんで亡く 

なりました。軽症患者、軽症患者って言われるけ 

ど、重症患者の人たちはもう家族に当たることも 

ないし,病院にいて、私のロから言うのもおかし 

いけれど,家族の人たちは比較的呑気に生活でき 

る。でも、738名の軽症患者の家庭っていうのは、 

もう毎日が修羅場なんですよ。だから私は、軽症 

患者を絵にして労災を問いたかったわけです。 

重症、軽症って、どこで人間の命にけじめを付 

けるのか。それが納得できなかったんです。ぼけ 

老人を家庭に置いただけでもどれくらいのつら 

さか経験された方もあると思いますし、それと全 

く同じなんですよ、CO患者は。一見,大人の感覚 

で生活しているようにみえても、家庭の中では子 

供よりももっと悪い。

參“軽症”とCO中毒の家族の実態

私の主人も、支援者とか弁護士さんがみえたと 

きにはおとなしいんです。何も言わないしです 

ね。でも発作を起こしたときは,家族でも手がつ 

けられないくらい暴れるし。自分が男としての判 

断とか機能とかなくしていくと、家族に対する目
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がまったく健康なときとは違うんですね。私がど 

こかに出かけようとすると,逃げるんだろうと。 

子供たちにも、お母さんは他所のおっちゃんと逃 

げて今日は帰ってこんぞと。そう疑われるから、 

家でできる仕事なんかをすると、今度は家が散ら 

かる、他所は奥さんが働きに行ってるから土地も 

買った、家も建てるげな。俺んとこは、おまえが働 

かんから、そういうことも何もできないと。言う 

ことがもう支離滅裂なんです。

事故に遭ってから1週間目から、私の主人は発 

作を起こすようになって。10年間くらいは、連日 

だったり1日匯きだったりですね。家財道具も、 

割れないものから主人のそばには置いておくよ 

うな感じで。あんまりひどいときはもうどうしよ 

うもないから,主人を家の中に閉じ込めて、娘が 

2人いましたから、娘と私と外に飛び出して、外 

から鍵をかけておくというような状態で。発作が 

おさまるまで家族は外に立っているというよう 

なことでですね。

病院からも、何もこういう治療がありますと 

いうこともなく、先生たちが今の状態どんなです 

かっちって聞きに来ることもないし。だからも 

う、家族が自分で主人を治すというふうに思わな 

いと、動きとれなかったんです。たまたまうちは 

主人が小鳥を飼っておりましたので,すり餌を毎 

日作らせるようにしました。発作を起こした翌日 

は起きれないんです。身体がだるいんのかなんか 

しれん。頭もあがらん。私に鳥のえさを作れという 

から、糠が多かった、魚粉が多かったって後から文 

句を言われるから、主人の枕元に新聞を敷いて、小 

さなすり鉢から、菜っ葉から、水から,魚粉から全 

部そろえて、はいお父さん、餌をつくらんと小鳥が 

死ぬよって言うと、「死ぬよ」って言うことになん 

か反応したみたいで。腹ばいになって、餌を作る。 

それを私が鳥かごに入れるってようなことで。

子供たちも、父親の性格が変わったことにおび 

えてしまっているから。海晩、主人に小刀を持た 

せて鉛筆を削らせるんです。鉛筆削り機がある 

じゃないかって言うから、いやお父さんが削った 

鉛筆で字を書くと、学校でうまく書けるそうやか 

ら削ってよっちって。私がそばについてて削らせ 

るわけです。子供たちに、ほらって。お父さんが毎 

日、あんたたちが勉強しやすいようにって鉛筆 

削ってくれるから、お父さんは怖いものでもなん 

でもないっちゆうように。父親から子供の気持ち 

が離れないようfcと、そういうことまでリハビリ 

で全部やらせたわけです。

子供たちも、うちのお父さんは一言葉でいうと 

聞こえるから、うしろに手を回してパーと違うっ 

ちっていうこともあったんです。だから、違うっ 

て。これはみんな会thがガスを吸わせてこうなっ 

たんだから、お父さんは生まれたときからのパー 

と違うって。そういう会話をもう毎日繰り返しな 

がら、子供も育ちました。この主人を一生子供た 

ちも背負っていくのにはあまりにもつらすぎる 

だろうということで、私の子供たちは千葉で2人 

ともいますけど,子供たちが成長して家を出ると 

きも反対しませんでした。

.うちの主人は5年前に、内臓が全部がんでやら 

れて、それでも自覚症状が何もなかったんです。 

先生たちに言わせると、普通だったら5年くらい 

前かちもうのたうち回って苦しんでいたはずだ 

と。手術してからも自分でトイレに行くんです 

よ。お腹を切っているのに。お父さん、おしっこと 

るよって言うと,男がそんな寝とってしょんべん 

ができるか、バカッち言いながらトイレに,点滴 

棒をつかまえていくんです。死ぬまで痛みを感じ 

ないまま死にました.ガス吸ってますからって 

言ったら、手術をした先生なんかは、じゃあ痛み 

を感じる神経がやられてたんですねって。でもそ 

れが幸いだったかもしれない、本人が苦しまな 

かっただけでもと。奥さんも、苦しむご主人を見 

なくてよかったじゃないですかって。

それも、本人が苦しいとか何だとかって言って 

病院に行ったんじゃないんです。夕食を食べなが 

らたった2声、ウェッ、ウェッとえづいたんです。 

で、お父さん,検査した方がいいって言って。主人 

がガスを吸ってから,もう主人の顔色、動きとい 

うのは全^^見ているからですね。検査にやったの 

がことの始まりで、検査に行ってから42日で死 

にました。それも、10月は裁判が入っているか 

ら、今手術したら、俺も裁判に行けるぞって。裁判 
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を始めた当初は、おまえがいらんことするから俺 

は職場でいじられるちゅって、帰って私に八つ当 

たりをしていた人間が、やっぱり20年以上も裁 

判の流れがたってくると、少しは自覚が出たみた 

いで。よし、今手術したら,そしたら先生、10月は 

もう家に帰れますねっちゅうなもんで。そうすっ 

と裁判に行けるもんなって言いながら、8月の1 
日に手術して、もう4日の日は亡くなりました。 

繆CO患者の行方、CO医学の責任

本当に、労働災害というものの、もうあのよう 

な炭鉱事故のような目立った事故は起こらない 

と思います。今後ですね。でも,見えないかたち 

の、さっき鎌田さんも言われたように過労死だと 

か何だとかっ,て、私たちの知らないようなコン 

ピュータで視覚障害がてなことも起こってくる 

と思います。だから,問題にする方法が、私たちよ 

りももっとむずかしくなるんじやないかなって 

思って,私は今後に非常に心配してるわけです。 

それと、三井鉱山が閉山したことで、大半の人 

たちがもう。会社が管理しやすように、福岡県の 

大牟田市と熊本県の荒尾市は、3分の2は社宅の 

土地なんです。その土地に社宅をもう見渡す限り 

建てて従業員を囲っていたわけですけど、閉山と 

同時にその社宅も全部なくなりました。何千戸と 

いう社宅がもう更地になっています。だから、健 

康な人もC 0患者も全部まったく別の世界に 

散って行ってしまって,誰がどこに引っ越したの 

かもわからないような状態なんですね。せめて私 

は、第1組合、第2組合、職組、下請とあるから、全 

部は掌握できてないけど、せめて第1組合の324 
名のCO患者の行った先くらいは確認しようと 

思って、今その作業をやっきになってやってます 

けど、なかなか手が届きません。

私がいつも涙が出るのは、324名のうちにもう 

2割強の人が亡くなっているんです。もう3割に 

近いって言っていいでしょう。ほとんどがやっぱ 

りがんです。だから、一酸化炭素を吸ったことと 

がんとの因果関係を、•誰かお医者さんが解明して 

くれないかなって。それは、今から言える化学物 

質での中毒だとか汚染だとかいうので、一般の人 

たちにも広がる問題だと思うんですね。私もまだ 

爆発当時は若かったから,もう一人くらい子供が 

ほしいなって思ったこともあって、産婦人科だと 

か内科だとか小児科だとか何軒も病院を訪ねて 

歩きました。そうしたらどの先生も、いやCOと 

子供との因果関係っちいうのは、まだ'研究した先 

生は日本でいないんじゃないかな。奥さん、そう 

いう冒険はやめた方がいいですよって言う。だか 

ら、C〇医学もわからないことだらけなんです。 

そういうことを、原田(正純熊本大助教授)先生あ 

たりに、しっかりやってもらって(笑いながら)、 

解明してもらいたいと。私は非常に希望を持っ 

て,原田先生にすがっているわけですけど。

ヤマも閉山したぶ〇遺族協定も三井鉱山が破 

棄して、重症患者にももう何の恩典も三井鉱IBか 

らはないです。ただ労災の中で養われているだけ 

です。だから、そういう問題を踏まえて、まだまだ 

CO医学っていうのは、患者なり家族なりが積極 

的にそういう問題に今後も働きかけて,やっぱり 

医学的にきちんとしなければならないかなと。そ 

れに峰どうしたらよいのかなって、まだ私の頭の 

中でiぐるぐる回っているだけで,答えは出てま 

せんけど。今後ともこの賞に恥じないよう(こ、精 

一杯、今は一匹狼と一緒ですから一人でどれだけ 

のことがやれるか全くわかりませんけど,また皆 

さんと一ここで知り合いになったことを理由に、 

どこにでも顔を出してお願いしますというかも 

しれませんので、今後ともよろしくお願いします。 

最後ですけど、ひとっだけ、私をしっかり支え 

てくれた歌があるんです。それを歌わせてもらっ 

ていいでしょうか。(拍手)これは炭鉱事故、あ 

の爆発を起点にして作られた歌ですから、どこの 

職場でも通用するかどうかわかりませんけど、 

じゃあ歌わせてもらいます。

地の底から地の底から怒りが燃え上がる 

この切羽でこの切羽で仲間が息絶えた 

金のためには人の命も奪い去る 

やつらに怒りが燃える

[-^7頁に続く ]
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在鬵麗縷が隸くとも國儼麵濯を

外国人国保裁判•東京地裁判決について

旗手明
SOCIAL ANALYST

1.はじめに

本年7月16日、東京地裁民事第3部青柳馨裁 

判長は、オーバーステイ状態にある中国人女性に 

対して、「在留資格を有していなかったものの、現 

居住地を生活の本拠としていたものと認めるの 

が相当であり,……住所を有していたものという 

べきである。そうすると、……国民健康保険の被 

保険者資格を有していたものというべきである」 

として、被告である武蔵野市の「国民健康保険被 

保険者証を交付しない旨の処分を取り消す」とい 

う、判決を言い渡した。この判決は、在留資格を有 

しない外国人への医療保障を認める画期的なも 

のであり、厚生省のかたくなな態度に変更を迫る 

司法判断を示したものである。

この外国人国保訴訟は、5人の弁護団と私を含 

む数人の支援チームが一体となって,5年間近く 

にわたり取り組んできたものである。第］次訴訟 

(原告：フィリピン人女性、被告:足立区,1993.12 
〜1995.9)は同じ東京地裁で敗訴したが,今回の 

第2次訴訟では,基本的な論点は変わらないもの 

であったにもかかわらず勝訴することができた。 

何故,こうした判断の違いが出たのか、を含め, 

TV報道や新聞各紙にも大きく取り上げられた 

今回の判決について、これまでの訴訟の経過や判 

決の意義、将來への影響等について触れていきた 

い。また、判決全文を掲載し、今後の取り組みの参 

12安全センター情報1998年9月号

考に供したい(巻末参照)。

2.事実経過の概要

1968 年 4月 原告(中国人女性)出生

1990年11月 日本人Aと婚姻

1991年 1月 原告が来日(在留資格は「日本人

の配偶者等」)

杉並区で国民健康保険に加入

1991年 4月 Aと別居(杉並区内)

1992 年 1月 オーバーステイ状態に

1993 年 2月 離婚判決が確定

1993年12月 武蔵野市に転居 .

1995 年 5月 武蔵野市で外国人登録

7月 日本人Bと婚姻

11月 在留特別許可を申請

1996 年 4月 武蔵野市が原告の国民健康保険

への加入を拒否

5月 東京都国民健康保険審査会に審

査請求

10月 審査請求を棄却

12月 東京地裁に提訴

1998 年 7月 東京地裁で勝訴

〃 東京高裁に控訴

3.判決の骨子

原告である中国人女性の代理人となった弁護

団は、支援者らと一体になって弁護団会議での議 

論を積み重ねながら、9本の準備書面を提出した。 

その主張は,国民健康保険法5条の住所論を軸 

に、在留資格を有しない外国人が置かれている医 

療状況(健康破壊の状況)、外国人差別を禁止した 

国際人権規約(自由権•社会権)の趣旨,医療傑険 

全般に関わる保険制度論など,広範に展開され 

た。また、原告本人の証人尋問および被告側(武蔵 

野市国民健康保険係長)の証人尋問も行われ、原 

告の生活実態•定住意思が確認されるとともに、 

行政側の国民健康保険の運用実態の問題点が明 

らかにされた。

東京地裁判決は、こうした原告側の主張に真っ 

向から応えたものであり、その論理は明快であ 

る。また,「住所」概念の法解釈として,判例上確立 

されている議論に沿ったオーソドックスな判断 

がなされている、と言えよう。

以下、判決に示された論理の骨格を確認してみ 

上う。

(～争点は？------------------------------ 、
本件の争点は、原告が、被告(武蔵野市) 

が行う国民健康保険の被保険者資格を有 

するか否かであり、具俸的には原告が(国 

民健康保険)法5条の定める「(被告の区域 

内に)住所を有する者」に該当するか否か 

が問題となる。

z一住所とは？-- -----------------------

住所とは、……各人の生活の本拠(民法 

21条参照)、すなわち、当該個人がその場 

所に定住し、その者の生活閧係全般の拠点 

となる場所をいうものと解するのが相当 

である。ところで、個人の住所がどこにあ 

るかを認定するに当たっては、居住関係を 

中心とした当該個人の客観的生活状況を 

基礎とし、その者の定住意思をも勘案して 

総合的に判断すべきである。

z•—外国人の住所-----------------------

外国人の住所を認定するに当たって 

は,当該外国人が我が国に入国した経緯、 

入国時ないしその後における在留資格の 

有無及び在留期間の長短をも考慮する必 

要があるものであるといっても、……総合 

的に判断すべき住所の認定において考慮 

されるべき事情の一部にとどまるもので 

あり、また、在留資格のない外国人であっ 

_ても、入管法50条1項に基づき我が国で 

の在留を特別に許可される可能性もある 

ことを考えれば、在留資格のない外国人に 

つき、--律に我が国に生活の本拠を有し得 

ないものと解するのは相当でなぐ在留資 

格のない外国人であっても、居住関係を中 

心とした客観的生活状況及びその者の定 

住意思から,我が国に住所があると認める 

べき場合も存するというべきである。 

外国人が(国民健康保険)法5条の「住所 

を有する者」に該当するといえるために 

は、当該外国人が一定の在留資格を有する 

ことが一律の要件になると解するのは、法 

5条の文理角军釈上無理があるといわなけ 

ればならない。

<注> 判決は、外国人の住所の判断において、在 

留資格が無関孫であると言っているのではな 

い。在留資格は住所判断の一要素ではあるが、 

一定の在留資格の有無のみをもって住所の有 

無を判断すべきではない,としているのであ 

る。これは、明らかに,1992年3月31日の厚 

生省通知が、「1年以上の在留資格」を一律の要 

■件として要求することの不当性を述べたもの 

である。

z一原告の住所 ------------------------X

① 在留期間は5年を超えている。

② 現居住地での居住期間は2年3か月 

余りである。

③ 日本人である夫と同居して婚姻生活
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を送ってい勺。

④ -外国人壁録の居住地変更登録の申請 

をしている。

⑤ 在留特別許可の申請をした。

原告は、本件処分がされた時点におぃ 

て、在留資格を有してはいなかったもの 

の、現居住地を生活の本拠としていたもの 

と認めるのが相当であり,……被告の区域 

内に住所を有していたものというべきで 

ある•,そうすると,原告は、……被告が行う 

国民健康保険の被保険者資格を有してい 

たものというべきである。

4.本判決の意義

① これまでの経緯

国民健康保険は、健康保険や公務員共済組合な 

どの被用者保険に加入しない地域住民や自営業 

者が加入する医療保険制度であり、国民皆俣険を 

支える基礎的な制度である。外国人に対しても、 

1986年4月以降、国籍要件が廃止され,原則とし 

て適用されることになった。しかし、厚生省は、 

1992年3月31日、「外国人に対する国民健康保 

険の適用について」という通知を出して、原則と 

して「外国人登録を行っている者で、入国当初の 

在留期間が1年以上である者」に限定した。そし 

て、「入国当時の在留期間が1年未満であっても、 

入国時の入国目的,入国後の生活実態を勘案し、 

1年以上我が国に滞在すると認められる者」も適 

用対象とすることとした。この厚生省通知によ 

り、従来、広く外国人に国民健康保険への加入を 

認めていた自治体も、その適用を限定するように 

なった。こうして、1990年10月に、厚生省が口頭 

指示で、外国人への生活保護の準用を永住者•定 

住者らに限定したことと併せて、外国人への医療 

保障が大きく後退することとなった。

② 第1次外国人国保裁判
このような状況を打開するため、1993年12 

月、今回の訴訟と同じ弁護団により,第1次の外 

国人国保裁判が提訴された。この裁判は,他人名 
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義のパスポートで来日(不法入国)したフイリピ 

ン人女性のケースであった。日本人男性と結婚し 

長女(日本国籍)を出産した後、夫が事故により死 

亡したが,在留特別許可を申請した。他方、住所地 

に土地•家屋を持ち、外国人登録を行い、所得税• 

地方税等の税金を納め,しかも国民年金に加入し 

ていた。しかし、国民健康保険だけは加入を拒否 

されていた。

第1次外国人国保裁判の東京地裁判決(1995 
年9月)は、「不法入国者は、もともと国内に生活 

全般の活動の中心となる本拠を置くこと自体が 

容認されていない立場にある」として,国民健康 

保険法第5条の「住所」を有しないとした。この判 

決は、生I舌実態から判断すべき実質的概念である 

「住所」を、極めて形式的に在留資格の有無の観点 

から判断した不当なものであり,説得力を欠いて 

いた。

③今回の判決の意義

今回の東京地裁判決は、すでに見たように、「住 

所」の有無は、「居住関係を中心とした当該個人の 

客観的生活状況を基礎とし、その者の定住意思を 

も勘案して総合的に判断すべきである」として、 

原告の具体的生活状況に踏み込んで判断を下し 

た。本判決の「住所論」における法論理は、極めて 

オーソドックスなものであり、安定した判断方寧 

と評価できる。仮に、高裁■最高裁で争うことに 

なっても,容易に崩されるものではない、と言え 

上う。

今回の判決からすれば、当該外国人の「住所の 

有無」について、「個別に」その客観的な生活状況 

及び定住意思から判断されることになるのであ 

り、在留資格の有無■内容から一義的に判断する 

ことは許されない。具体的には、「少なくとも、在留 

特別許可を申請しており、それが認められると想 

定されるようなケースにおいては、国民健康俣険 

の適用が可能になった」と考えることができよう。 

このような行政訴訟と言われる、行政を相手方 

とする裁判においては、勝訴することは極めて稀 

であり、勝訴率は1%未満であると言われている。 

その意味でも、今回の判決は、いかに原告側主張 

に正当性があるか、を裏付けるものである。

X一弁護団コメント(1998,7.16)----------、
本判決は、在留資格のない外国人であっ 

ても,定住の意思をもって日本国内に生活 

実態を築くことがある現実を率直に認識 

して、そのような外国人に国民健康保険 

(の被保険者資格)を認めるべきだとした。 

これは、本判決とは逆に、現実を直視せ 

ず、オーバーステイ外国人を国民健康保険 

から除外してきた厚生省の方針の変更を 

迫るものであり,当弁護団は、本判決を評 

価する。

厚生省は、本件判決を受けて、在留資格 

のない外国人の一律排除の方針を改め、日.. 

本に生?舌実態を有する外国人の国民健康 

保険(の被保険者資格)を直ちに認めるベ

きである。

L ________________________________J

5.原告側の主張

•準備書面6
•準備書面7
•準備書面8
•準備書面9

先に述べたように、原告側弁護団は9本の準備 

書面を提出した。準備書面は、弁護団側の主張の 

集大成であり、今後の同種の取り組みの参考とも 

なるので、ここにその概要を掲載しておきたい。 

■準備書面1
•準備書面2
•準備書面3
•準備書面4 

国民健康保険法5条の「住所J
別件判決(第1次訴訟)の射程

健康破壊と社会的損失

国民健康保険法の理念の推移と

住所要件

•準備書面5地方自治法、住民基本台帳法及び 

地方税法における「住所」と国民健康 

保険法における「住所」

別件判決について

退去強制と住所

国際人権規約違反

被告の国民健康保険の運用基準

の不合理性と恣意性

①準備書面1国民健康保険法5条の「住所」

国民健康保険法5条は、「市町村又は特別区の 

区域内に住所を有する者は、当該市町村(または

特別区)が行う国民健康保険の被保険者とする」 

と定め、同法6条は、他の制度により医療給付を 

受けられる者を国民健康保険から除外している。 

国民健康保険の被保険者となる要件は、①市町村 

または特別区の区域内に住所を有すること、②法 

6条の適用除外の非該当であり,その他の要件は. 

課されていない。I
「住所」とは、各人の生活の本拠をいう。生活の 

本拠とは、その者が日常生活を営んでいる場所を 

いう。国籍と住所は、直接の関連はなぐ外国人で 

あっても、生活の本拠がある場所が特定できれ 

ば、その場所に住所があるDまた、在留資格の種 

類‘有無と住所は、直接の関連はない。例えば、永 

住権を有している者であっても、外国に生活の本 

拠がある場合もあり、日本に住所を有するとは限 

らない。また、在留資格のない者であっても、市町 

村の区域内に生活の本拠を有している者もいる。 

外国人登録上の居住地は、日本人の住民登録と同 

様に、生活の本拠(住所)を認定する一資料である。 

国民健康保険は、国民皆保険制度を支えるもの 

であり、日本国内に生活の本拠を有する者で無保 

険者はいない。反面、国民健康保険事業を営む市 

町村には、ある者を被保険者とするか否かについ 

ての裁量権は全くない。

②準備書面2別件判決(第1次訴訟)の射程 

別件判決(東京地裁1995.9.27)は、以下のとお 

り判断した。

「(国民健康保険)の被保険者は、少なくとも、我 

が国社会の構成員として社会生活を始めること 

ができる者を当然の前提としているものと解す 

べきであり,不法に入国した外国人(特別在留許 

可によって在留資格が付与されない限り、法的に 

は、我が国社会の構成員となることを拒否されて 

いる者である。)についてまで、かかる制度の適用 

の対象者とし、保険に強制加入させることは、国 

保法の予定しないところというべきである。…… 

外国人が国保法5条にいう『住所を有する』とい 

えるためには、少なくともその者が適法に我が国 

に入国し在留し得る地位を有していることが必 

要であると解すべきであり、原告のように他人名 

義の旅券を用いて我が国に不法入国した者が、た
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とえ発覚を免れて、•一定の場所で事実上継続的な 

居住関係を築いたとしても、かかる居住場所があ 

ることをもって、国保法5条にいう『住所を有す 

る』ということはできないといわざるをえない。」 

しかし、在留資格のない外国人が、'一般的にわ 

が国社会の構成員となることを拒否されている、 

というのは事実に反する。在留資格のない外国人 

であっても.納税義務が課せられ、一般に国保以 

外の行政サービスを受けることができる。また、 

国民年金については、在留資格の有無にかかわら 

ず、外国人もその対象とされている(現に別件判 

決の原告は、国民年金手帳の交付を受けていた)。 

別件原告は、日本国籍男性の妻であり、日本国 

籍の子の母である。したがって、別件原告が、日本 

社会に属すべき家族の構成員であることは何人 

も否定できない。日本社会に属すべき家族の構成 

員でありながら、日本社会の構成員であることを 

拒否されているとの論理は、あまりに常識とかけ 

離れており,採用するべきではない。

③準備書面3健康破壊と社会的損失
わが国は、国民健康保険法を定めることによっ 

て、地域社会構成員すべての包括的な医療保障制 

度としての「国民皆保険制度」を採用している。こ 

れは、地域社会に生活する人すべての医療保障を 

追求したものである。そのことは、日本人•外国人 

であるとを問わない。

一定の外国人を医療保障の対象から外すこと 

の第1の弊害は、多くの外国人が、初期の段階で 

自覚症状がありながら受診をしないために、疾病 

の発見が遅れ、疾病を悪化させ、健康を破壊して 

いるということである。あるいは、重大な自覚症 

状がありながら,医療費が高額になることをおそ 

れて我慢を重ね、重篤な状態に至ってから、医療 

機関を訪れるという事_である。

弊害の第2として,早期発見■早期治療が阻まれ 

ることにより,結果として支払うべき医療費が莫 

大なものになるということがあげられる。これが、 

外国人患者のみならず、医療機関あるいは社会全 

体としても大きな損失となるのは明らかである。 

弊害の第3は、医療機関のたらい回し、診療拒 

否が日常化していることである。

在留資格がなくとも、医療の問題は発生するの 

であり、在留資格がない外国人にも医療を晕ける 

権利があることは当然である。

④ 準備書面4国民健康採険法の理念の推移と

住所要件
戦前の旧国民健康保険法は、当時の農業恐慌を 

背景に1938年に成立したが、国家支出の抑制の 

ため「住民同士の互いの助け合い」の原理である 

相扶共済が強調された。旧法は、国民健康保険組 

合の設立も任意,加入も任意であった。戦後. 

1948年に法改正がなされ、実施主伸を市町村と 

する公営方式とし,任意設立•強制加入の方針が 

とられた。1958年には、全面的な改正がなされ、 

市町村公営方式による強制設立•強制加入という 

現在の制度が確立された。このように、戦後の健 

康傑険制度は、「国民皆保険」により、憲法25条の 

生存権保障の精神に基づいて医療の面から社会 

保障を実現し,国民保健の向上に寄与することを 

目的としたものである。

国民健康保険の外国人への適用については、長 

らく国民健康保険法施行規則第2条によって被 

傑険者資格から排除していたが、1981年難民条 

約の批准後、1986年、施行規則が改正され 外国 

人へも適用されることとなった。これは、国際人 

権規約やILO条約等により確立された内外人均 

等待遇の原則の流れに沿うものである。

⑤ 準備書面5地方自治法、住民基本台帳法及び

地方税法における「住所」と国民健 

康保険法における「住所」
「生活の本拠を有するが住所を有しない者」と 

いう範疇を創りだすこととなっている被告の解 

釈論は、地方自治法、住民基本台帳法及び地方税 

法の解釈と整合しない。

地方自治法10条1項の解釈において、「住所を 

有する」とは、端的に生活の本拠を有するとの趣旨 

であり、生活の本拠を有していながら在留資格の 

欠如をもって「住所を有する」者にあたらないとい 

うような解釈は行政の運用上もなされていない。 

地方税の賦課根拠は、地方自治法10条2項及 

び地方税法2条にあり,「市町村に住所を有する 

個人」に課せられている。そして、実際に外国人に 
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対しても課せられており、その際、在留資格の有 

無が問われることはない。

さらに、住民基本台帳法4条には、「住民の住所 

に関する法令の規定は、地方自治法第10条1項 

に規定する住民の住所と異なる意義の住所を定 

めるものと解釈してはならない」との定めがあ 

る。これは、自治体の事務の対象者を「住所」要件 

によって画する場合には、地方自治法上と同一の 

角军釈によらなければならないことを明示した規 

定である。外国人も地方自治法の「住所を有する 

もの」に該当するのであるから、外国人に関して 

も、この条文の趣旨は当然にあてはまる。

⑥ 華備書面6省略

⑦ 準備書面7退去強制と住所
被告(武蔵野市)は、「在留資格のない外国人に 

ついては、不法滞在として強制退去の対象となる 

こともあるから、居住の継続性,安定性が保障さ 

れていないので、住所を有する者と認めることは 

できない」と判断していた。

しかし、退去強制手続の対象となったとして 

も、必ずしも退去強制処分に至るわけではない。 

殊に本件原告のように日本人と婚姻した場合に 

は、在留特別許可を受けることが常例となってい 

る。退去強制事由に該当するからといって、直ち 

に退去強制になることを前提とする被告(武蔵野 

市)の本件処分は、その前提において誤っている。 

退去強制に付するか否かは、法務大臣の判断に 

よるのであって,その判断を国民健康保険の窓口 

が行うこと自体不可能なことであり、また不適切 

である。実務上も、実際に退去強制処分に付され 

て、生活の本拠を失ってから、被俣険者資格を失 

うとすればよい。

⑧ 準備書面8国際人権規約違反

被告(武蔵野市)は、国民健康保険法5条の「住 

所」の認定の要件として,居住の継続性,安定性が 

要求されるとし、在留資格のない原告は、居住の 

継続性•安定性が保障されていないから、「住所」 

を有しない、とする。

ところで、国際人権規約の自由権規約26条(平 

等権規定)は、特別な国内法を介さずとも直ちに 

国内での裁判規範性を有している、すなわち自動 

執行性がある。外国人にっいてのみ「居住の継続 

性-安定性」を要求し日本人と別扱いするこ.とは、 

合理的根拠を欠いており、自由権規約26条に反 

し違法な処分である。

また、国際人権規約の社会権規約2榮1項は、 

将来の社会権の実現に向けての努力義務を課す 

にとどまらず、将来の社会権の漸進的実現に向け 

て「即時に行動する義務」を課しており、この義務 

は自動執行性を有している。この義務の内容とし 

て、社会権に関する「後退的措置の禁止」が含まれ 

ている。被告(武蔵野市)は、かって在留資格を有 

しない外国人に対しても国民健康保険への加入 

を認めてきた。しかし、その後,在留資格を有しな 

い外国人に対して,国民健康保険への加入を認め 

ない、という後退した措置をとった。これは、社会 

権規約2条1項に反する違法な処分である。

⑨準備書面9被告の国民健康深険の運用基華 

の不合理性と恣意性
この準備書面は、被告側証人となった武蔵野市 

の国民健康深険担当者の証言内容について,その 

矛盾を明らかにしたものである。

証言では,国民健康保険法5条の解釈にっい 

て、日本人と外国人とは区別なぐ「居住の継続 

性、安定性」が要求されるとしながら,実際の運用 

上、日本人と外国人を全く別異な取扱いをすると 

いう矛盾をおかしている。また、在留資格、在留期 

間についての入管局の判断を強調しながらも、入 

管法にっいての理解を欠き、結局は独自の判断を 

している。さらに、参考にしているという厚生省通 

知についても,入国時の在留資格、在留目的を勘案 

すべきとする趣旨に反する取扱いをしている。

結局、被告(武蔵野市)は、外国人に対する国民 

健康保険被保険者証の交付について、さしたる基 

準もなぐ恣意的な運用をしていることが浮き彫 

りになった。

6.被告側の主張(準備書面)

被告(武蔵野市)は,結局、準備書面は1っしか提 

出しなかった。その要旨は、以下のとおりである。 

国民健康保険法5条の「住所を有する者」の「住
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外国人国保裁判•東京地裁判決

所」について、国民健康保険制度が相扶共済の精 

神に基づき運営されることに照らして、居住の継 

続性、安定性が認められることを要件とするもの 

と解釈した。特に、日本に在留する外国人につい 

ては,当該外国人が相当の期間、継続的かつ安定 

的に在留しうる資格、期間を有するか否かによっ 

て判断することとした。そして、在留資格のない 

外国人については、不法滞在者として強制退去の 

対象となることもあるから、居住の継続性、安定 

性が保障されていないので,同法5条の「住所を 

有する者」と認めることはできないと判断した。

7.判決後の動きと今後の取り組み

すでに、原告側弁護団は、7月27日、被告•武蔵 

野市に対して申し入れを行ったが、同日、武蔵野 

市は控訴を行った。また、東京都に対しても、8月 
12日,国民健康保険部指導課長ほか3名と交渉を 

行った。さらに,厚生省とは、8月18日に交渉を 

行う予定になっている。このように、弁護団及び 

支援者らは、夏場も熱い闘いを展開している。

控訴を行った武蔵野市は、「控訴に関する市長 

コメント」として、およそ以下のような主張をし 

ている。

「外国人の住所を認定するにあたって、入国の 

経緯、その後の在留資格の有無、長短を考慮する 

ようにというのが一審判決であるが、調査権限を 

持たない市の権限の枠を超え,実務的にも不可能 

である。国民健康保険法の歴史的経緯から見る 

と、不法滞在者まで法の利益を及ぼす対象として 

いないことは立法上明らかである。厚生省通知 

は、法の明快な委任を受けていないが、国民健康 

保険制度の所管庁である厚生省が行政執行の際 

統一的な基準を明示するのは当然であり、国の指 

導に従わない特別の理由はない。全国に波及する 

問題であり,-審判決が下されたからといって簡 

単に承服する訳にはいかない。」

また、この判決に危機意識を持ったのか、フ月 

16日の東京地裁判決から間もない、同月24日、 

厚生省と東京都と武蔵野市の3者が'集まって、こ 

の判決に関する打ち合わせの会議が持たれた。こ 

れを受けて、東京都は、「不法滞在外国人に対する 

国民健康保険の適用について」と題する文書を発 

し,「外国人の国民健康保険の適用については、こ 

れまでとなんら変わり無ぐ平成4年3月31日付 

厚生省保険局国民健康保険課長通知のとおり取 

り扱っていただくことになりますので、よろしく 

御了知願います」との指導を行った。

このように、本判決にもかかわらず、厚生省を 

はじめ行政側は、一向にそのかたくなな態度を改 

めようとはしていない。地裁判決など聞く気はな 

い、とでも言うのだろうか。東京都との交渉でも、 

「この判決を機会に、従来の政策を検討し直して 

はどうか」との、こちら側の質問に対し、「検討の 

余地はない」との回答であった。

こうした行政側のかたくなさを突き崩し、本判 

決を外国人医療の改善に結合させるベぐ各地で 

精力的な動きを作りだしていきたいものだ。関係 

者が、この判決を十分に読み込み、各地で自治体 

に対する働きかけを進める糧にしていただけれ 

ば幸いである。

外国人国保訴訟弁護団は、さらにその態勢を充 

実(代理人弁護士8名)させながら,すでに6月15 
日、第3次の訴訟を横浜地裁に提訴している。台 

湾人男性(44才)が原告となっているが、在留資 

格を失ってから22年を経過しているケースであ 

る。第1次■第2次訴訟は、国民健康保険被保険者 

証の不交付処分そのものに対する争いであった 

が、第3次訴訟は、原告の長男が脳腫瘍を患って 

いることもあり、国保適用をしないことに上る医 

療費その他の損害賠償を請求する国家賠償請求 

事件である。

このため,第3次訴訟では被告は横浜市だけで 

なぐ国も被告となっており、直接に国と争うも 

のとなっている。また、第1次■第2次訴訟では問 

題とならなかった,国民健康保険制度における自 

治体と国との役割•責任の違いが論点となってく 

る。さらに、不交付処分に関する争いと異なり、仮 

に在留特别許可が出ても「訴えの利益」が消える 

わけではなく、控訴■上告という上級審での争い 

が継続すると想定される。したがって、第3次訴 

訟の持つ意味は、重要である。今回の東京地裁判
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決の論理を素直に適用すれば、勝訴可能であると 

考えられるが、予断は許されない。この裁判に対 

しても、引き続く支援を要請したい。

ちなみに、今回の東京地裁判決について、引き 

続き控訴審で争う形になるが、控訴審判決が出る 

までには原告に対して在留特別許可が出される 

見通しである。そして、在留特別許可が出れば、国 

民健康保険被保険者証が交付されることとなり、 

その時点で訴訟は終了することになる。したがっ 

て、地裁判決がくつがえされるおそれは 

ないことを付言しておく。

<追記>厚生省交渉について

8月18日、国保訴訟弁護団と支援者らは、国保 

裁判■東京地裁判決をめぐって厚生省との交渉を 

行った。弁護団側の参加者は6名で、厚生省側は、 

保険局国民健康保険課企画法令係長ほか1名が 

対応した。以下は、1時間余のりとりのポイン 

卜部分である。

団：原告に対して、本日中に在留特別許可が出そ 

うである。そうなると武蔵野市は、国民健康保 

険の被保険者証を交付することになる。「訴え 

の利益」がなくなるという問題が出てくるが、 

足立区との訴訟(第1次訴訟)では、高等裁判所 

の勧告もあり「訴えの取下げ」をした。今回の訴 

訟でも、「訴えの取下げ」に同意いただけるか。 

省：武蔵野市を通じて、近々在留特別許可が出る 

のとの話は聞いていた。実際に出た場合にど 

うするかは、今後、武蔵野市と相談していぐ 

団：今回の東京地裁判決を踏まえて,1992年3 
月の厚生省通知を再検討する考えはないのかc 

高裁判決や最高裁判決がないと、変えないの 

か。また,判決後、在留資格のない外国人に国民 

健康保険の被保険者証を交付した自治体もあ 

るが、どう対応するのか。また、そうした自治体 

に対して、何らかのぺナルティーはあるのか。 

省:東京地裁判決が出たので検討はしたが、今の 

段階で厚生省通知を変更•廃止することは考 

えていない。国民健康保険法の解釈権限は厚

生省にあり、厚生省通知も法律解釈として出 

している。厚生省通知に従っていない自治体 

には、通知にそって実際の事務をやってほし 

い、と言うほかない。具体的にわかれば、何らか 

の対応はしていくが、とくにペナルティーと 

いうことはない。'

団：厚生省通知には、在留資格のない外国人につ 

いての取り扱いが明記されているわけではな 

いが、今後の対応についてどう考えているか。 

省：厚生省通知に在留資格のない外国人に関し 

て明記してなくとも、通知の前提として不法 

滞在者は含まれないと考えている。したがっ 

て、改めて在留資格のない者についての通知 

を出す考えはない。

団：国民健康保険の被保険者になれない者が、世 

帯主として保険料納付義務を負うケース(足 

立区での第1訴訟は、まさにそのようなケース 

であった)があるが、これは大いなる矛盾では 

ないか。

省：擬制世帯主ということは、日本人の場合にも 

ある。足立区のケースでは、国民健康保険法上 

の住所がなくとも、外国人登録法上の住所あ 

りと考えられたのではないか。国民健康保険 

法上の住所解釈は、あくまで日本に滞在でき 

る資格の有無が問題となる。

回：退去強制するか否かは、法務大臣の判断にか 

かるのであり、厚生省では判断できない事柄 

だ。また、退去強制事由に該当するかどうかは, 

違反調査で認定されるまで何ら公的に判断さ 

れない。違反調査では、単に「退去強制事由に該 

当するおそれのある人」という状態にすぎな 

い。特別受理や難民認定の場合のように、後日、 

遡及して在留が合法化される場合もある。厚 

_生省の取り扱いでは,違反認定以前に退去強 

制事由該当の判断をすることになってしまう。 

省：確かに、退去強制されるべきか否かについて 

は、厚生省では判断できない。厚生省では、退去 

強制の可能性があるという判断をするだけだ。 

団：厚生省通知の「1年以上の在留資格」という 

1年の根拠は何が。また、在留資格は1年未満 

であるが、「1年以上滞在する［—43頁に続く］
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ドキュメント：アスベスト禁土をめぐる世界の動き

〇^

スト繼比をめぐ_藝,

世雰の_き B
クリソタイル禁止に対するカナダの挑戦

British Asbestos Newsletter, Issue 31,Summer 1998

5月28日、世界貿易機関(WTO: World Trade 
Organization)は、カナダ政府から、「アスベスト 

およびアスベスト製品の禁止のためにフランス 

政府によって実施された一定の制限に関して」 

欧州委員会(European Commission)との協議 

を求める正式の請求を受け取った。フランスは 

欧州連合(EU: European Union)加盟国のう 

ちで全面禁止を導入した8番目の国であるが、そ 

のアクションが挑戦を受けたのはこれが'初めて 

のことである。カナダのクリソタイルの輸出の 

6%と以前に説明された意味のある市場の喪失 

と、新しいWTOにおける行動がもたらす可能性 

が、カナダに紛争処理手続を開始することを助 

長させた。WT〇攻撃を発表した記者会見におい 

て、カナダの天然資源大臣Ralph Goodaleは、 

「政府の目的は、政府の鉱,物金属政策の安全使用 

の原則にしたがって適切に使用していれば安全 

な、クリソタイル■アスベスト製品を流通させる 

市場を維持することである」と自認した。カナダ 

の閣僚たちはまた.1998年2月にベルギーで王 

令によって採用されたアスベスト禁止、1998年 

1月の欧州連合内における3.5トン未満の車両用 

のブレーキ■ライニングへの全ての種類のアス 

ベストの禁止(委員会指令98/12/EC)!こ関して 

も、「WT〇に提訴することを検討」している。 

オーストリア、デンマーク、スウェーデン、フイン 

ランド、ドイツ,イタリア、あるいはオランダにお 

けるアスベスト禁止に対する挑戦の可能性につ 

いてはふれられていないが、カナダ当局関係者 

は、フランスに対する行動が成功したときには他 

の諸国の禁止措置についても争うことになると 

している。現在のカナダの提訴は、フランスの 

1996年12月24日の法令が以下の協定の条項に 

違没しているという点に限定されている：衛 

生植物検疫措置の適用に関する協定(Applies- 
tion of Sanitary and Phytosanitary Measures: 
SPM/第2、3および5条)、貿易の技術的障壁協定 

(Technical Barriers to Trade: TBT/第2条) 

および1994年の関税及び貿易に関する一般協定 

(General Agreement on Tariffs and Trade: 
gatt/n, XIおよびxm条)。「食品、飲料あるい 

は食料に含まれる添加物、汚染物質、毒素あるい 

は疾病の原因となる有機体」をカバーするSPM 
については、クリソタイルの禁止との関連性は希 

薄である。WT 〇の紛争解決手順にしたがって, 

両当事者は紛争を解決するため(の協議)に60日 
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間与えられる。両者間の協議が不調に終わった場 

合には,カナダは,提訴を調査するためのパネル 

(小委員会)を紛争解決機関(Dispute Settlement 
Body)が設置するように請求することができる。 

欧州委員会/フランスとカナダの間の協議の第 

1ラウンドは、7月8日にジュネーブで行われた。 

あるWT〇のスポークスマンは、7月の貿易の技 

術的障壁委員会においてもこの問題が取り上げ 

られたかもしれないことを示唆している。

このカナダの行動は思いがけないものではな 

く,また、ハイレベルの外交的抗議、貿易上の会合 

や、昨年モントリオールで開催されたクリソタイ 

ルの健康影響に関する科学的ワークショップと 

クリソタイルの安全かつ責任ある使用に関する 

国際会議のような「科学的」ワークショップや会 

議のスポンサーとなること,を含むよく演出され 

た一連のイニシアティブを伴っている〇1996年 

以来、ケベック州鉱山■土地利用大臣のDenise 
Carrier-Perreaultは,フランス、ベルギー、イギ 

リス,アルジェリア,チュニジア、モロッコ、コロ 

ンビア、ペルー、メキシコ、マレーシア、ベトナム 

にミッションを派遣し、「ケベック州政府当局者 

がアスベストの安全使用政策を説明し、同様の政 

策を採用するよう促した」。4ページ建ての「アス 

ベスト問題発展の年イ弋記」には、アスベスト産業 

関係者、ヨーロッパの外交官、フランス、ベル 

ギー、イギリスのジャーナリストたちとのカナダ 

人との対談を掲載している。この文書は、カナダ 

の努力の系統的なアプローチと国際的な視野を 

認めている。カナダの手法に対する批判およびク 

リソタイルの世界的な禁止を求める声が広まっ 

ている。イギリスの指導的な活動家であるRory 
O'Neillは、5月のカナダのサーニアとウイン 

ザーにおける記者会見の場で、カナダの「汚い 

ゲーム」と「粗暴な用心棒戦術」を批判した。カナ 

ダにおけるラジオ■インタビューの中で、政府の 

スポークスパーソンLesley Swartmanはこれ 

に対して、「適切に使用されている場合にそれ(ク 

リ,ソタイル)が安全でないと証明する研究はない 

---(政府は)ヨーロッパの市場がこのまま進んだ 

--第3世界の市場も干上がってしまう、ドミノ 

現象を心配している」と語っている。6月19日に、 

ウインザーがん予防連合は、カナダ副首相、Herb 
Gray下院議員に、「カナダ政府は、アスベストを 

防衛するために虚偽あるいは誤った情報を用い 

ている。ヨーロッパにおいて、アスベストの代替 

品もアスベストと同様に危険で、また計量しがた 

いリスクを生じさせる可能性があると主張して 

いる一方で、自らのHealth Canadaウェブサ 

イトとカナダ国民に対するアドバイスでは、それ 

らは一般住民に対して重要なリスクを引き起こ 

すことはなさそうだと言っている」とカナダ政府 

を非難する手紙を送った。6月の年次総会におい 

て国際建設研究所(ICI: International Con- 
struction Institute)は、「クリソタイル•アスベス 

卜の全面禁止の実施を加速させるために」一層の 

努力を傾けることを決議した。AFL-CIO保温- 

保冷ェ、アスベスト労働者国際協会は、クリソタ 

イルを他のアスベストと異なったものにみせよ 

うとするカナダの主張は「新しいものは何もな 

く,また実際,多くの科学者および少なくとも2 
つのアメリカ合衆国政府の機関■一国立労働安全 

衛生研究所(NIOSH)と労働安全衛生庁(OSH 
A)を含む一によってもそのようにみなされ、拒 

絶されている」と述べて、イギリスにおけるアス 

ベストの全面禁止を支持することを誓約した。6 
月15日には、15か国に3千万名のメンパーを有 

する国際建設•林産労働組合連盟(IFBWW), 
ヨーロッパ建設■林産労働組合連盟(EFBWW), 
ノルディック建設•林産労働組合連盟(NFBW 
W)が、「世界規模でのアスベストの採掘、加工、流 

通および使用の禁止」を要求した。スペイン労働 

組合総同盟(TUC)とスペインの労働組合Comi- 
siones Obrerasもまた、国内およびヨーロッパ 

における禁止のためのロビー活動を行っている。 

カナダはクリソタイルを禁止していないけれど 

も、カナダ自動車労働組合の全国安全衛生ディレ 

クター Cathy Walkerによれば、「ごくわずか 

な(カナダの)雇用主しか、補償請求のリスクと労 

働の拒絶につながりかねないアスベスト製品を 

使用しようとはしていない」。

カナダ政府によるアスベスト貿易の擁護に対
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3つのクリソタイル代替物質の発がん 
リスクに関するHSEヘの報告 
食品、消費者製品および環境中の化学物質の 

発がん性に関する委員会,U.K.,1998.7

參はじめに

1.発がん性に関する委員会(CoC)は,安 

全衛生局(HSE)から,3つのクリソタイル 

の代替物質、すなわち、ポリビニルアル 

コール(PVA: polyvinyl alcohol)繊維、 

パラ-アラミッド(p-aramid)繊維および 

セルロース(cellulose)繊維の発がんリス 

クに関する助言を求められた。HSEから 

求められた質問は、これらの3つの物質に 

よって引き起こされる労働者および消費 

者に対する発がんリスクはクリソタイル 

よりも小さいかどうかということである。 

クリソタイルの代替物質の問題に関する 

環境大臣の助言の緊急性にかんがみて、

CoCのサブグループは1998年5月22日 

の会合で,HSEの質間に対する最初の検 

討を行った。サブグループでは、HSEから
く__________________________________ ：____________

する国際的な抗議行動は、カナダ大使館が休館に 

なるカナダ•デーの前日.6月30日に行われた。 

コペンハーゲン、シドニー,ロンドンではデモン 

ストレーションが実施された。デンマークのカナ 

ダ大使館宛ての手紙で活動家たちは、WT◦での 

行動に対する「嫌悪感」を表明し、「肺がんや中皮 

腫のような致死的な疾病を引き起こすことが40 
年以上も前から科学的に知られているこの物質 

を禁止すべきことを、世界中の保健問題の専門家 

たちが勧告している」と述べて、提訴を撤回する 

よう迫った。(オーストラリアの)労働組合活動家 

たちは、「アスベストおよびアスベスト含有製品 

の使用を全面的に中止するという最近世界が成

提供された4本のレポートおよび多数の 

出版された科学的調査を検討した。提供さ 

れたレポートは、次のとおりである。

i) クリソタイルおよびその代替物質：批 

判的評価。HSEに対する環境保健研究所 

(IEH: Institute for Environmental 
Health)の未発行のレポート,1998年4 
月6日。

ii) 『アスベストおよび代替繊維の有害性と 

リスクの最新の評価および世界の繊維性 

物質に対■する最近の規制状況』と題され 

た、欧州委員会第3総局(DG IH)に対する 

環境資源管理(ERM,Oxford)の最終レ 

ポート,1997年11月。

iii) ケベック州天然資源大臣、天然資源省 

(カナダ)、アスベスト研究所に対する 

Gibbs, Davis, Dunnigan and Nolan に 

よる、1997年6月のERMレポート草案

し遂げた進歩に逆行してカナダが行っている愚 

行に焦点を当てる」ために、シドニーのカナダ大 

使館を占拠した。労働組合活動家,建設安全キャ 

ンペーンのメンバー、下院議員、被災者支援グ 

ループ,アスベスト被災者およびその家族たちが 

参加したロンドンのカナダ大使館前のラリーで 

は、全ての種類のアスベストの世界規模での禁止 

の要求が叫ばれた。4名の代表団が,高等弁務官 

事務所の中に入ってカナダ当局者に抗議を行っ 

た。カナダ大使館におけるアスベスト•デモンス 

トレーションと名づけられた早朝の行動は,下院 

に向けて行進した。「世界中に致死的なほこりを 

売りまわる」カナダの企みを非難し、「イギリス政
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に関する建設的な論評として書かれた文

書,1997年9月。

iv)欧州委員会第3総局(DGHI)の委託研 

究であるアスベストおよび代替繊維によ 

る有害性とリスクの最新の評価および世 

界の繊維性物質に対する最近の規制状況 

に関するERMによる研究に対する第24 
総局(DG XXIV)科学検討委員会(SCTE 
E)の見解,1998年2月。(1998年5月号28 
頁参照)

2. サブグループでは、4つの文章すべてを 

レビューしたが、とりわけIEHレポート 

(注：上記1))に重点を置いた。加えて、この 

レポートの著者の一人であるL. Levy博 

士がサブグループにIEHの検討結果につ 

いての短いプレゼンテーションを行った。

3. サブグループのメンパーは、提出された 

すべての文書を検討し,許された期間内で

/ これらの文献の完全なレビューを行うこ

とは不可能であるということで一致した。 

しかしながら、サブグループは,物理0,勺特 

性(寸法および細分化の可能性等)および 

吸入可能な繊維の曝露がクリソタイルの 

管理基準である0.5線維/1よりも十分に低 

くなることを示す情報に関する入手可能 

なデータを用いて、クリソタイルの代替物
く______________________________________________

府が一方的な禁止に踏み出すよう」訴えた。

カナダの反応が確実であることがイギリスの 

クリソタイル禁止を遅延させた。6月9日、 

Angela Eagleは下院で、「クリソタイルの輸入、 

供給および使用のさらなる制限を進めるイギリ 

ス政府のいかなる提案も、それによって世界貿易 

協定のもとでの義務を果たすことができるよう 

な、確固とした科学的証拠に基づかなければなら 

ないだろう」と語った。優先的選択肢は、ヨーロッ 

パ規模での禁止という安全帯の範囲内での行動 

をとるということだど思われる。この終着点に向 

けて、安全衛生局(HSE: Health and Safety 
Executive)は、EUのアスベスト代替品に関する

質の発がん性の相対危険度の評価(com- 
parative risk assessment)を行うことは 

.可能であるということで一致した。サブグ 

ループはまた、クリソタイルと比較検討し 

て3つの物質の発がんリスクについての 

結論に到達するために、CoCに提供され 

るべき必要な追加情報について確認した。

4. CoCでは,1998年6月25日のミー 

ティングで,サブグループの議事録、HSE 
のためにIEHによって作成されたレポー 

卜、およびサブグループによって収集され 

た追加データについて検討を行った。委員 

会はまた,IEHによって書かれたいくつか 

の追加のコメントについてもレビューし 

た。クリソタイル代替物質の曝露に関する 

さらに確証的な情報が議長に送られた。こ 

の報告は、CoCが到達した結論を報告し 

たものである。検討された証拠の要約表を 

表1、別添1(29頁参照)として添付する。 

*この報告の中で「繊維(fibre)」という用 

語は,紡織またはフェルト化されて商業的 

に利用される繊維状の物質から発生する 

大気中の物質をさすのに用いられる。これ 

は、紡織用語の「regulated fibreJよりも 

広い定義で,WH 〇やHSEが計測のため 

に用いる,長さ5/zm超、現実の直径3/im 

情報提供の要請に対して、環境保健研究所(IEH: 
Institute of Environment and Health)に「クリ 

ソタイルおよびその代替物質：批判的評価」と題 

したレポートの作成を委託することによって応 

答したのであった。この文書は、「技術的に適切な 

代替品が入手可能であるにもかかわらず、アスベ 

スト‘セメント製品へのクリソタイルの使用を継 

続することは正当とは認められない。同様に、摩 

擦材へのクリソタイルの残った使用を継続する 

ことを正当化するいかなる理由もないように思 

われる」と結論を下した。IEHレポートは、EUの 

独立した機関で、2月9日に「特定の代替物質が人 

間の健康に引き起こすリスクが…現在のクリソ
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以下、アスペクト比(長さ対直径)3以上の 

小片をさす。この報告の中で「regulated 
fibreJ と「respirable fibre (吸入可能な繊 

維)」は互換的に用いられる。

•背景

5.世界保健機関(WHO)の国際がん研究 

機関(IARC: International Agency for 
Research on Cancer)では、クリソタイ 

ルをヒトに対して発がん性が明らかであ 

る(グループ1)と分類している夕IARC 
のワーキンググループは、クリソタイルは 

ヒトに対して、また吸入曝露した実験動物 

に,肺がんおよび肺の中皮腫を引き起こす 

ということに同意している。2欧州連合 

(EU)では、クリソタイルをヒトに対して 

発がん性の明らかである(すなわち、カテ 

ゴリー1)と分類しており、また、アスベス 

卜指令(91/382/EEC)においてその使用 

を制限し,曝露を管理するための管理基準 

が制定されている。これらの規制は、イギ 

リスにおいては、1987年のアスベスト作 

業管理規則が1992年に修正されたかたち 

で制定されている。これらの規則では、1 
日継続時間が平均して4時間以上0.5繊 

維/1、または,1日継続時間が平均して10

タイルの使用によるよりもはるかに低い」かどう 

かは明確でないと主張した驚くべき決定を発行 

した、毒性、環境毒性および環境に関する科学委 

員会(SCTEE: Scientific Committee on Toxic- 
ity, Ecotoxicity and the Environment)に提出 

された。SCTEEのクリソタイル•ワーキンググ 

ループは、6月9日のパリでのミーティングでい 

くつかのプレゼンテーションを聞き、IEHのス 

ボークスパーソンによる情報もよく受けとめら 

れた。前回の調査結果によって引き起こされた大 

騒ぎ以来、この委員会は、カナダからのインプッ 

卜に姆する信頼を滅らし,国際がん研究機関(IA 
RC: International Agency for Research on

分以上1.5繊維/1という、大気中のクリソ. 

タイルの管理限界が定められているノ19 
92年のアスベスト禁止規則は、クロシド 

ライトおよびアモサイトを含むアンフィ 

ボル類のアスベストの輸入、供給および使 

用を禁止している。これらの規則はまた、 

クリソタイルの特定の用途での使用を禁 

止している。しかしながら、クリソタイル 

は現在、EUの中で供給および使用が可能 

な唯一の種類のアスベストである。われわ 

れは,現在では15の加盟国のうちの8か 

国が、現行のEU指令の要求内容を越え 

て、すでにクリソタイルの全面禁止または 

制限を制定していることを知っている。 

Peto J.他が実施した調査によると,アス 

ベスト繊維(クロシドライトおよびクリソ 

タイル等)の曝露に起因した(注：イギリ 

スにおける)年間の男性の死亡者数は、20 
20年までには2,700-3,300人にまで上昇 

するだろうと示唆している？この予測は、 

死亡診断書の分析およびアスベスト繊維 

関連疾患の潜伏期間に関する知見に基づ 

いている。リスクのある者の大多数は、お 

そらく1960年代前半に職業的にアスベス 

卜に曝露したものと思われる。HSEは、配 

管エ、大工および電気技師等のように、ア

Cancer)、フランス国立保健医学研究所(French 
National Institute for Health and Medical 
Research),国際化学物質安全評価計画(IPCS: 
International Programme for Chemical Safe- 
ty)のような権威ある機関を含めコンタクト先を 

広げるようになった。1998年秋以前には、SCTE 
Eからの結論は出ないと予測されている。

イギリス国内では、労働組合、被災者支援グ 

ループおよび他の関係者たちから、アスベスト関 

連の死亡の動かしえない上昇に関して大きな圧 

力が加えられている。労働組合会議(TUC: 
Trade Union Congress)は、「より安全な代替物 

質を使用するためのアスベストおよびアスベス 
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スベストに断続的に曝露した職種では、ア 

スベスト関連疾患のリスクが上昇するだ 

ろうと報告しているノイギリス中の建築 

物および作業場所に据え付けられた数十 

万トンものアスベストが現存している。こ 

の物質は、漸次除去され、深刻な経営上、管 

理上の問題を引き起こしている。クリソタ 

イルの新たな使用を継続すること,とりわ 

け建材における使用の継続は、全般的な管 

理上の問題を悪化させることになる。

6.われわれは、クリソタイル代替物質およ 

びクリソタイルの発がんリスクに関する 

いかなる比較評価も、これらの代替物質の 

使用期間がおよそ20年間しかなく、これ 

らの物質に対する労働衛生管理が実施さ 

れてきた中での疫学的評価に重きを置き 

すぎることはできないと考える。このた 

め、これらの物質に対する曝露は、アスベ 

ストの使用に関する現代的な衛生管理が 

確立される以前に生じたクリソタイルの 

曝露と比較すると、比較的短期間かつ低い 

強度の曝露である。したがって、われわれ 

は、繊維の寸法(fibre dimensions)、細分 

化の可能性(potential for fragmenta- 
tion),動物実験による生物学的影響と生 

物学的持続性(biopersistence)に関する

卜製品の輸入または新たな使用の禁止」を要求し 

ている。2月17日には、TUCは、下院におけるア 

スベストに関する議会の日およびウェストミン 

スター •セントラル•ホールでの大衆ラリーを開 

催した。2月18日の64名の下院議員が署名した 

早朝行動は、イギリスおよびヨーロッパにおける 

アスベスト禁止を支持することが確認した。国内 

での禁止に対する公衆および政治的支持にもか 

かわらず、1998年4月1フ日にHSEによって発 

行された諮問文書(Consultative Document: 
CD129):アスベスド規則の修正および関係す 

る実践コードの提案は、禁止を盛り込まなかっ 

た。この諮問文書は、例えば次のような市民サー 

データと使用中の職業的曝露の可能性に 

関する情報およびクリソタイルに関する 

それらの比較データに重きを置いた。 

爆織維の発がん性

7.有害な繊維の特性についての概要はIE 
Hレポートの中でレビューされているン 

繊維毒物学に関する包括的レビューにつ 

いてもHSEによって発行されている。6 

われわれは、rregulated fibres Jを同定す 

るためのWHOおよびHSEの定義は,ク 

リソタイルの代替物質に関連した可能性 

のある有害性を評価するために用いるこ 

とができると考える。たとえば、発がん性 

の可能性は、長さ5/zm超以上、直径3um 
未満、アスペクト比3:1以上の繊維によっ 

て示されると言ってよいだろう。肺がんを 

引き起こす能力があると知られている 

regulated fibresの長さは10um超、中皮 

腫を引き起こすのは8-10Mm以上であ 

る？細分化の可能性(換言すれば、有害な 

可能性のある小繊維への分角?)もまた検言寸 

される必要がある。われわれは、肺への沈 

着の有力な物理的因子が繊維の直径であ 

ることに注目する。吸入された鉱物繊維の 

肺胞への最大の沈着は直径がおよそ1以

ビス用の言い回しを隠していた：「入手可能な証 

拠はそれらの代替物質が引き起こす健康リスク 

はクリソタイル繊維によるものよりもより低い 

ことを示唆している。しかしながら、いくつかの 

可能1生のある代替物質については入手可能な限 

られた数の質のよい科学的証拠でしか示されな 

いという心配がある」。この諮問文書の主要な提 

案は、曝露限界の強化、認可条項のアスベスト断 

熱板関係作業への導入、呼吸用保護具、トレーニ 

ングおよび適応に関する雇用主の義務の拡大に 

関するものである。この諮問文書が発行された4 
日後、14か国を代表する機関である欧州理事会 

(European Council)の Parliamentary
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mの繊維で生ずるが、直径3<am超の繊維 

は本質的に吸入可能ではない(non- 
respirable)。そのような繊維は、肺への発 

がん性または中皮腫の誘発を示さないと 

予測されている。このため、われわれは、繊 

維の寸法および動物実験による証拠の検 

討は、発がん性の評価の基礎を提供するで 

あろうということで一致した。

8.繊維の可能性のある発がんリスクの特 

性を表わすために,現実の曝露および繊維 

の生物学手持続性に関する情報も必要と 

される。われわれは、生物学的持続性は、 

⑴繊維のメカニカル•クリアランス(すな 

わち、粘膜繊毛による気管からの除去),

(ii) 沈着した繊維の溶解性および分解性,

(iii) マクロファージによる繊維の生物学 

的除去、に従属していると考える。低い生 

物学的持続性は、繊維が肺から取り除かれ 

ることによって、同等の発がん性があって 

生物学的持続性の証拠を示すものよりも、 

発がん性は低いと思われる。

®個々のクリソタイル代替物質についての

検討

9.われわれは、3つのクリソタイルの代替 

物質の個々の発がん性および発がんリス

Assemblyは、「ヨーロッパは将来のアスベスト 

の使用を根絶する共通条項を作成すべきあり… 

立法による禁止措置はアスベスト問題の有効な 

解決策となるだろう」と結論づけたアスベストfc 

関するレポートを受諾した。舞台裏では、HSE 
は、保健省の食品、消費者製品および環境中の化 

学物質の発がん性に関する委員会(CoC: 
Department of Health's Committee on the 
Carcinogenicity of Chemicals in Food, 
Consumer Products and the Environment)か 

らアスベスト代替品についての疑問を明白にす 

るよう努力していた。CoCは、「3つのクリソタイ 

ル代替物質,すなわち、ポリビニルアルコール

クの可能彳生に関するかいつまんだ要約を 

提示した図U別添1一29頁参照)にある 

関連データを、前節で概説した基準を用い 

て検討した。(他にことわりのない限り、す 

ベての情報はIEHレポートによる。)

ポリビニルアルコール(PVA： Polyvinyl 
alchol)繊維
10. PVM維の吸入可能な繊維はとても小 

さいようである。PVAが小繊維に分解す 

るという証拠はない。大気中の大部分の 

PVA繊維のアスペクト比は3を下回り,- 

これらの繊維が肺がんまたは中皮腫を引 

き起こす可能性がないことを示唆してい 

る。適当な動物による発がん性の生物学的 

検定報告がないとは言え、PVAに関する 

情報は発がん性が低いことを示唆してい 

る。しかしながら,肺に沈着したPVAi^維 

は減成する速度が遅いかもしれない。この 

証拠はクリソタイルよりも発がんリスク 

が低いことを示唆している。われわれはま 

た、吸入可能なPVA繊維の曝露(実態)が 

0.5繊維/Iをはるかに下回るようであると

.いうことを追記しておく。7

パラ-アラミッド(p-Aramid)繊維
11. PVAM^維の吸入可能な繊維はとても小 

さいようであるが、一定の条件のもとでは

(PVA)繊維、パラ-アラミッド繊維、セルロース 

繊維の相対的な発がん性リスクに関する助言」を 

求められた。相射危険度の評価を実施した後、こ 

の委員会は、これら3つの代替物質によるリスク 

は「クリソタイルによるものよりも低いようであ 

る」と結論を下した。7月21日にHSEはプレス• 

ステートメントを発表し、CoCの見解に基づい 

て「白アスベストの輸入,供給および使用の禁止 

を拡大するための諮問文書の草案」を、安全衛生 

委員会の8月18Bのミーティングにお _ 
いて検討することを明らかにした。 _

氺この文章は、http://www.lkaz.demon.co.uk/ 
ban31.htmで入手可能である。
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限られた小繊維への分解が生ずるかもし 

れない。PVAが小繊維に分解するという 

証拠はない。大気中の大部分のPVA繊維 

のアスペクト比は3をはるかに上回るノ 

肺に増殖性角化細胞(PKC: proliferative 
keratinising cysts)を形成する こと力夂 

ラットを用いた長期間の吸入実験で報告 

されているが,この著者たちは多数の吸入 

可能な小繊維をつくるために極端なパラ- 

アラミッド繊維を用いているノしたがっ 

て、われわれは、この研究の曝露条件は非 

現実的であると考える。PKCが肺に損傷 

を起こす生物学的作用は断定できず、それ 

が新生物かどうかの最終的な判定は現在 

のところ確認できていない。肺の通常 

の清掃機能を上回る高度の曝露を与えた 

ラットについての報告があるだけで、われ 

われは、人体への健康評価に当たっては重 

要ではないと考える。パラ-アラミッド繊 

維の塵を塩水注射で腹膜内に投与した 

ラットで腹膜中皮腫を低いレベルで引き 

起こしたというレポートは,有害性の評価 

に関連性があるとは考えられなかった。と 

くに、そこでラットに投与されたパラ-ア 

ラミッド繊維のサンプルは、動掬に投与で 

きるようにするための塩水注射液を調製

するのに特別の処理を施されていた(乾 

燥、粉砕および超音波照射を含む)；それ 

にもかかわらず、得られた結果はクリソタ 

イルよりもはるかに(有害性が)低かった。 

1233したがって、パラ-アラミッド繊維の 

有害な生物学的影響に関するいくっかの 

証拠はあるものの、発がん性を示唆する説 

得力のある証拠はない。ラットの肺におけ 

るパラ-アラミッド繊維の分解速度はク 

リソタイル繊維よりも早いと報告されて 

いる。i4この証拠はクリソタイルよりも発 

がんリスクカす低いことを示唆している。わ 

れわれはまた、吸入可能なPVA繊維の曝 

露(実態)が0.5繊維/1を下回るようである 

ということを追記しておく。7 

セルロース(Cellulose)織維
12.セルロース繊維の吸入可能な繊維はと 

ても小さいようである。セルロースは小繊 

維に分解する可能性があるが,実際問題と 

してはそのような事態が生ずることはき 

わめて限られている大気中のセルロー 

ス繊維のアスペクト比は産業および用途 

によって変化しやすいようである。適当な 

動物による発がん性の生物学的検定報告 

はない。セルロース _ に関する最近の研 

究は、ラットの肺における生物学的持続性

イギリスのアスベスト禁止計画は蘇った
Rory O'Neill,Hazards/WHIN, U.K.,1998.7.21

イギリスの安全衛生委員会(SHC)は、今日(7 
月21B),アスベスト禁止に向けた取り組みを検 

討する意向を表明した。

「白アスベストの輸入、供給および使用の禁止 

の拡大」という諮問文書の草案が、次同、8月18日 
のHSCのミーティングに提出されるだろう。

委員会によって承認されれば、その文書は公開 

の諮問のために公表されることになる。

HSCの情報筋は、諮問はもちろん、禁止に対す 

る大衆的な支持ーイギリスの産業界のすべての 

側が禁止に向けた動きを支持している一を再確 

認することになろうが,少なくともここ1年以内 

にイギリスがアスベスト禁止を導入する見込み 

は小さいとしているoHSCおよび政府の優先的
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の証拠を報告している。16しかしながら、 

CoCは、HSEから提起された要請の検討 

にあたっては、この研究は関連性がないと 

いうことで一致した。とくに、この研究者 

たちは、肺の通常の清掃機能に負荷をかけ 

すぎることになるような過度に大量の吸 

入可能なセルロース繊維を使用している。 

IEHレポートの曝露(実態)に関する情報 

によると、セルロース繊維の総数は,時々 

0.2繊維/1にまで上昇することもあるとは 

言え、一貫して0.05繊維/1を下回ってい 

ると報告している。CoCではIEHレポー 

卜に引用されたレビューにあげられた疫 

学的研究17について検討した。メンバー 

は、これらの研究は不十分であり、セル 

ロース繊維に起因する発がん性反応を確 

認することはできないようであるとの結 

論を下した。1—

•討論および結論

13.われわれのアプローチは、提出された情 

報に基づいて、相対危険度の評価を行うこ 

とであった。検討にあたっての基本的な仮 

定条件は以下のとおりである；

(i) クリソタイルの曝露に関連した発がん 

性が明確に証明されていること。

(ii) クリソタイルの代替物質の物理的特性 

(すなわち、寸法および細分化の可能性)が

可能性のある有害性を指摘するのに利用

できること。

(iii) 適切な疫学的データは入手可能になっ 

ていないと思われること。

(iv) 吸入可能なPVA、パラ-アラミッド、セ 

ルロース繊維の職業的曝露(の実態)がク 

リソタイルの管理限界である0,5繊維/1(4 
時間加重平均)を下回っていると考えられ 

ること。

14.われわれの結論：

「委員会に提出された,繊維の寸法、肺にお 

ける生物学的持続性を含む動物実験に関す 

る証拠は、PVA繊維、パラー-アラミッド繊 

維およびセルロース繊維によって引き起こ 

される発がんリスクはクリソタイルによる 

ものよりも低いようであるということを示 

している。さらに、これらの物質は,通常の作 

業条件のもとにおける吸入可能な繊維の総 

量は重要なレベルには至っていないようで 

あること,および.これらの繊維の職業的曝 

露(の実態)はクリソタイルの管理限界を下 

回っていそうなこと、を追記することができ

1998 年7 月 EI3

*参考文献は省略した。

* 原文は、http://www.open.gov.uk/ 
doh/chrys.htmで入手することができる 

(PDFファイル形式で9頁)。

な選択肢は、ヨーロッパ規模での禁止を押し進め 

ることである。

HSCのアスベスト禁止の展望を追及する動き 

は、禁止を求めた当初の諮問文書の草案がイギリ 

ス政府の閣僚たちによってたちきられてから4 
か月かかったことになる。

政府の情報筋は、イギリス首相トニー■ブレア 

のオフィスからの圧力を受けて(当初の草案を) 

撤回したのだと話している。ブレアは、ヨーロッ 

パのいかなる国の禁止もカナダの白アスベスト 

(クリソタイル)に損害を与えることを懸念して 

いるカナダ首相ジーン•クレチェンから、度重な 

るアプローチを受けていた。

カナダ政府のロビイストたちは、代替物質の導 

入に伴う健康リスクの点から、禁止は正当化され 

ないと主張した。カナダ政府はすでに、フランス 

の白アスベスト禁止に対して世界貿易機関にお 

ける挑戦を開始した。

HSCでは、アスベスト禁止の可能性をもう一 

度調査するという決定は、保健省(Department 
of Health)の発がん性に関する委員会が先週、 

「一般に使用されている代替繊維のほとんどはク 

28安全センター情^1998年9月号

繊維のリスクの比較

繊維 ハザード 曝露 クリソタイルに対する相対的リスク

繊維の寸法
動物

実験

アスペ

クト比

生物学的 

持続性
実際 可能性 疫学研究

リスク•ファクター

長さ

8-1()LC,
10-15 F

直径

*
繊維形成

報告さ

れた

影響

>3:1
氺氺

肺内での

生物学的

持続性

吸入可能な 
レベル ■肺がん 中皮腫 肺がん

中皮

月重

クロシドライト >5u <luとくに 

繊維化による

++十十

工程による
F, LC, 

Ml- >3:1
累積 

_________

(管理限界

4hTWA)!]!!I

ヒトに対' し

発がん性
ヒトに対し

発がん‘性
+十+ ++++■

クリソタイ/レ >5u <luとくに 

繊維化による
4—!—i- F,LC, 

ME
>3:1

累積
(管理限界

-IhTWA)!!'!!

ヒトに対し

発がん性
ヒトに対し

発がん性
十+

++(アモ
サイトの
役割は
不明瞭>

PVA >5u ! 10-16u

凱购tPVA 
は娥維化し

ないだろうこ
とを不唆

適当な

報告

なし

く3:1

適当な報苦 
なし吸人さ 
れた纖維の 
減成は遅い 
かもしれない

クリソタイ/レ 

よりち相対 

的に低い

クリソタイノレ 

よりも相対

的に低い

適当

な報

告なし

適当

な報 
告なし

ァラミッド >5u ! .1(卜12u

小椒維が形
成されるかも 
しれない.多 
数■生成する 
にけ阑度の 
刹離が必致

h鵬r.
00f/ml
でPKC

>3:1
(優
勢)'

クリソタイ 

ルよりt早 

く生物学

的に減成

<0.5f/ml
クリソタイノレ 

よりも相対

白勺に+低:い

クリソタイノレ

よりち相対

的に低い

適S 
な報 

告なし

適当

な報 

告なし

セノレロース >5u ! ia-iou

小繊絀が形
成されるかも 
しれない.多 
玟生成する
には阳度の 
刹離が么奴

適当な

報告
なし

産業に

よって

不定

適当な

報告なし 
[f rT

<0.5r/ml
クリソタイ7レ 

よりも相対

的に低い

クリソタイノレ

よりも相対 
的に低い

使用されてか 

ら長期間たつ 
が証拠なし.だ 

が入手可能な

研究は不十分

"'の数は有害な影響の可能性を指摘するのに用いられている

*は実際の直径を意味する(低密度の繊維の吸入可能な限界は7 n m) **優勢な(predominanl)大気中の繊維のアスへクト比 

!アスベスト情報センター(WWnes,Cheshire) (Jjデータ 繊維の長さ：アラミッド3-12mm(compoails). 38mm(icxiilcs)
PVA卜6mmセルロース90%>().5mm ヽ+C=無関係1?=線維症LC =肺がんMl=中皮腫PKC =増殖性角化細胞 

!!データけ吸入可能な繊維のレベル(すなわち,長さ>5パ〇1、実際の寸法SWm、アスへ外比23)を指している 

!!!ごくわずかな中皮腫のを認めた腹膜内投与を用いた一-の報告は委員会によって不適切と考えられた(本文参照)

:!!!ラットの肺内における高い生物学的持続性を認めた---つの報告は委員会によって不適切と考えられた(本文参照) 

!!!!!過去の貧弱な曝露管理のもとでははろかに高い

リソタイルよりも安全であるとの結論を下した」 

ことによってもたらされたと言っている。

イギリスにおけるアスベスト禁止提案の草案

を復活させたことに加えて、HSCは「ヨーロッパ 

規模での前進を引き続き精力的に追及す 

るJと言っている。

クリソタイルのさらなる使用制限に向けた前進

イギリス安全衛生委員会(HSC),1998.7.21

安全衛生委員会(HSC: Health and Safety 
Commission)は本日(7月21日)、アスベストの

代替繊維の安全性に関する保健省(Department 
of Health)の発がん性に関する委員会(CoC:

安全センター情報1998年9月号29
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Committee on Carcinogenicity)の見解につい 

て検討した。委員会(CoC)の見解は科学的に疑 

わしい領域を明らかにしており、それゆえ委員会 

(HSC)では、8月18日の次回のミーティングで、 

白アスベストの輸入、供給および使用の禁止を拡 

大するための諮問文書の草案について検討する 

予定である。

背景：

1.3月にHSCは、アスベスト作業防護規則を 

強化する提案についての公開諮問を発表した。 

委員会は同時に、ノン•アスベスト代替繊維の 

安全性に関する科学的知見が明確になるまで 

は、囪アスベストの輸入、供給および使用のさ

らなる制限に関する諮問に着手するのには法 

律的な障害があると表明した(5月号25頁の 

囲み参照)。

2. この見地から、HSE(安全衛生局：Health 
and Safety Executive)では、代替繊維の安全 

性に関して,検討のために提出された科学的 

証拠および他の重要な証拠のレビューをCoC 
に委託した。先週、この委員会は、一般に使用さ 

れる代替繊維のほとんどはクリソタイルより 

も安全であるとの結論を下した。

3. CoCの見解は、インターネット上で
入手することができる。 _

http://www.open.gov.uk/doh/coc.htm

8月18日HSC会議当日に早朝行動 
地方自治体におけるアスベスb問題

Mick Holder, London Hazards Centre, U.K.,1998.8.14

▼安全衛生に関する政策を立案する政府の委員会 

である安全衛生委員会(HSC)は、イギリス国内へ 

のアスベストの輸入禁止に関して討議するための 

ミーティングを8月18日に行う予定である。

当日午前9:30から、安全キャンペーンおよび労 

働組合の活動家たちは,HSCの建物の外側で、今こ 

そ彼らが政府に対してすべてのアスベストの輸入 

の禁止を勧告するよう要求する。

カナダ政府からの圧力によって、HSCは3月のと 

きの議案から、イギリスにおける禁止を実現に導く 

はずだった条項を取り下げた。イギリスが歩を進め 

て禁止に踏み切るかどうか、1998年8月18日に再 

度、HSCに注目する必要がある。

建設安全キャンペーンの事務局長のTony 〇, 

Brienは、「政府は(前回)、すべてのアスベストの輸 

入を禁止するという最も基本的かつ緊急の約束を 

果たさなかった。われわれの行動は、今こそこのキ 

ラー •ダストのすべての輸入を禁止せよと,大きな 

声ではっきりと言うことである」と語った。mi 

▼安全衛生局(HSE)は、イギリスの地方自治体 

の担当責任者宛てに、アスベストを管理する義 

務一とりわけその管轄地域内の建築物,学校、レ 

ジャーセンターについて一に注意を喚起する手 

紙を起草中である。

HSEでは,その履行状況を調査するために40 
の地方自治体を訪問する予定である。

地方自治体における労働組合の安全代表 

(safety rep)は、HSEが自分のところの地方自 

治体を訪問するのであればそのことを知り、調 

査のプロセスに参加させるよう要求しよう。HS 
E事務当局のJenny Bacon自身が、安全代表の 

取り組みを称賛しており、HSEは彼らをもっと 

巻き込むべきだと言っている。建築物の居住者 

の代表(tenant rep)もまた参加を要求しよう。 

もしHSEが訪問しなかったとしても、これは 

安全衛生委員会協定の問題を点検するよい機会 

である。また、アスベストに関する様々な問題を 

取り上げるすぐれた機会でもある。 rmj
*HSEではこの計画を発表していない。LliBi
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亞言3刃災彐uH
井上浩
全国安全センター議長

本省監#課のことども

1976年8月30日(月)晴

9:10羽田発。雲あり。機中原稿を書き続く。 

千歳空港には道労協の車が出迎え。吉田氏他 

1名。北海道教育会館7Fで安衛講演。180名。 

尿意を我慢して1時間半話す。皆熱心に聴く。 

信太、蒲池の両氏と落ち会う。総評筒井常幹も 

来る。4人でダイヤモンドホテルへ。1人902 
号室泊。夜4人で散歩。筒井さんスコッチと 

ピーナツを買ってくれる。ラーメンを食べる。 

部屋の窓から夜景きれい。(筒井さんは自治労 

北海道の出身であった。総評では安全セン 

ター担当であり、石原さんが学習会等で私を 

紹介するとき顧問というとうるさい人がいる 

ので、正式に顧問にしてもらうように筒井さ 

んに手紙を出したらと再三いわれた。そこで 

当時鎌食かその近くに住んでいられた筒井さ 

んに手紙を出したが返事は来なかった。その 

後筒井さんにお目にかかったことはない。)

8月31日(火)晴曇

皆と別れて札幌労基署へ。江木監督官と会 

う(江木監は春日部署にいたことがあった。現 

在は労働省政策調査部管理課課長補佐)〇1人 

藻岩山へ登る〇17：50千歳空港発。雲海の上 

を飛行。夕日に映えて壮大。飛び降りたら歩け 

そう。綿のように、羊の腸のように、雲の裏側 

を見て飛行。雲海の涯の地平線は橙色。20:54 
南浦和着。帰宅しても碌なことはないと思い 

市川食堂に寄る。生ビール中ジョッキ1杯、冷 

奴計550円。帰宅すると内田さん(本省補償課 

長等歴任)より労災保険の判例集が来ている。 

9月1日(水)晴

午前中、監督業務と安全衛生業務の打合わ 

せ。庶務係長の勤務,労災係の事務分担、根岸 

女史の給料についても協議。労働基準協会江 

森事務局長(地元の元中学校長)へ基準協会の 

旅行への招待を署長、課長のみでなく課長以 

下も2名追加するように話したところ快諾。 

夕方労働省設®記念日のため小宴。ランチ屋 

に1人600円の料理を頼む。

9月2日(木)曇

7:40浦和発で羽生市へ。安全推進員講習

安全センター情報1998年9月号31
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へ。市川第2課長が、どうも署長の話の後では 

話しづらいと。昼は基準協会高橋副会長等と 

食事。早く帰る。

9月3日(金)曇雨

夕方課長とI工業の招宴。会社側だけでな 

く組合側も出席するめずらしい宴。詰らない 

ことおびただしいDもう行くまい。(I工業は 

一部上場の有名企業)

9月4日(土)曇小雨

局に呼ばれて行く。局長室で近藤局長,高橋 

庶務課長と面談。兵庫安全センターで講義の 

際の肩書に全労働とあったのが本省監督課で 

問題になったので一筆欲しいと。大へん遠慮 

した物言い。講演にはそのまま行ってもよい 

と。心に動揺を感ぜず。

9月6日(月)晴曇

朝局へ寄り、一昨日頼まれた一筆を理由書 

として書いた文書を置く。浦和署へ寄り、賃金 

課長入院見舞金の分担金を払う。浦和駅で経 

営労務協会の女子事務員さんに財■団設立趣意 

書案文を渡す。14:30頃眠気と疲究襲い来る。 

帰署し職員会議後に庶務係長の20年勤続表 

彰の祝宴。会議では署の内輪のこともすべて 

ガラス張りにして職員に話す。

9月フ日(火)晴曇

局庶務課長より電話で、兵庫センターの講 

演は有給休暇扱いにしてといってくる。運悪 

く講演日の27日は労炎保険金の支払日なの 

で.資金前渡官吏である署長として微妙であ 

る。主計局法規課の中村さんへ、会計法の解釈 

について電話で質問。昨日ソ連空軍中尉ミグ 

25戦闘機で函館空港へ亡命。大さわぎ。

9月8日(水)曇一時晴、夜雨

午後局高橋庶務課長自分で車を運転して来

署。兵庫センターの始末書が欲しい様子。遠慮 

しいしい。庶務課長気を使うことしきり。帰り 

は局の車を西第1課長が運転し米食技官も同 

乗。自宅のすぐ近くで下車し帰宅。

9月9日(木)時々大雨

毛主席死亡。夜安全センター石原さんへ電 

話。局長等のことを話すと“いのち” 9月号で 

訂正記事を出すことにしたいと。

(以上の問題は、兵庫安全センターの講演広 

告をめぐってのごたごたであった。労働省は、 

日本労働者安全センターの発行している“い 

のち”を539部取っていた。ところが、76年7 
月25日発行(No.118)の48頁に兵庫県労働 

者安全センターニュース(6月21日発行 

No.66)の1.面がそのまま掲載され、第3回安 

全学校開催が報ぜられており、10日間のうち 

の8日目の8月27日が「職場の労働安全衛生 

点検」という講座名で、講師は「全労働労組井 

上浩」とあった。これが問題になったのであ 

る。署長である私は非組合員であった。しか 

し、近藤局長によると、当初本省幹部はこのこ 

とを全く問題にする気はなかったという。と 

ころが、“いのち”を見た某職員が“ご注進,ご 

注進”とかけ込んだという。結局、私の理由書 

だけでは足りず、“いのち”の翌月号32頁の下 

の方に編集部から“訂正とおことわり”という 

ことで,13行約320字の説明文が掲載され一 

件落着した。しかし、こんなことで行政上は何 

のプラスにもならなかったはずである。この 

事件の一番の被害者は石原さんであったろ 

う。もちろん近藤局長と高橋課長も迷わくな 

ことで、申し訳ないことであった。)

なお、本省監督課には退職後にもう一度い 

やな思いをした。19XX年の日記に次の記述が 

ある。
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5月20日(X)晴
(X印を使用したのは正しく書くと氏名が 

わかるからである。)研修中の新任監督官A 
氏より講演依頼の電話。休日に願いたぐ報酬 

は高額無理と。諾。

5月21日(X)晴
研修所の連絡係と称するB氏より電話。昨 

日の依頼電話の内容を聞き、今回は忙しいの 

で次の研修の際にしてくれと。やはり？

5月25日(X)曇一時雨
A監督官より私信。やっぱりプレッ 

シャーがあった。気動かず。(埼玉県朝霞で新 

任監督官研修中の人たちが私に講演を求めて 

きたのであった。ところが理工梁の1人が本 

省監督課に知らせたという。それを聞いて監 

督課係長が何と言ったか不明であるが,その 

理工乘の監督官が“あんな人の話を聞くのは 

「恥」だ”といって中止させたという。その「恥」 

という意味が当時の私にはどうしても分から 

なかった。しかし、最近の官僚の汚職を見てい 

てようやく想像することができた。つまり、労 

災保険料を「活用」して,行政活動の全般はも 

とよりOBの職まで面倒見る体制をやっと 

作ったのに,それを裏切って内部告発したと 

いうことではなかったろうか。(社)全国労働 

基準関係団体連合会等なかなか見事なもので 

あるが、いろいろと心配なこともあったのだ 

ろぅ。)

11月3日(X)晴
この前講演依頼した新監4名(A氏は所要 

で不参)来宅。料理28,000円。(いろいろ話が 

聞けた。また、監督課の係長が誰だったかは後 

に関口氏に聞いた。学生時代には活動家で 

あったというが、そんなことで全労働副委員 

長であった関口氏にとっては、意識された存 

在であったのかもしれない,

9月10日(金)雨晴

9:30,8 0の件について庶務課長にあてて 

直接回答文をポストに投函す。突然面識ない 

総評峯本氏より電話。①総評運動史を買って 

ほしい、②13,000円、③代金は遅れてもよい 

と。13時45分運動史資料販布会(03-263- 
5024)へ電話し,峯本氏不在につき松岡氏へ 

断る。行田基準協会旅行。湯河原温泉。西、市川 

の両課長と、戸丸監、米倉技官の5名出席。夜 

お握り食べ過ぎ苦し。

9月14日(火)雨曇

午後羽生文化会館で説明会。終って本省へ。 

午前中に関口氏(全労働副委員長)へ電話した 

ところ、先方から兵庫センターの肩書問題の 

話が出たので、訪問したが不在。

9 月18B(±)晴
行田市青柳合資会社で労働基準協会役員と 

打合わせ。(前任の事務局長時代に経理不明で 

借金があり、ごたごたしていたがようやく正 

常にもどりつつあった。)夜、日評渡辺氏よ 

り電話。災害補償の原稿月末までに半分欲し 

いと,安全センター石原さん、職場点検必携の 

ゲラポストに入れてある。12時まで原稿書 

き。.

9月20日(月)時々雨

午前,行田市内の(株)石塚製作所定期監督。 

午後、熊谷駅前の店で五家宝(菓子)の発送を 

頼むと、若い女子店員おつりを目の前で数え 

て見せて1,000円ごまかす。ホームに入って 

気が付き行って取り返す。

9月21日(火)晴時々小雨

休暇を取り,生産性本部に行き職業病につ

いて講演。帰途安全センターに寄る。

安全センター情報1998年9月号33
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9月24日(金)晴

午後森住さんをTさんに紹介し労働大臣の 

推薦依頼。夜関口氏より電話。(何だか記憶な 

し。大臣の推薦というのは、何か著書の推薦の 

ことだったろうか。)

9月27日(月)曇夜雨

休んで箱根で総評関東ブロックの講演。途 

中御茶ノ水で有信堂登坂氏に安衛法の原稿渡 

す。ホテル“おかだ” 80名。3万円。近藤書店の 

山本氏も書籍販売に来ている。夜遅く帰宅。

9月29日(水)晴

このところ経営開発センターの通信教育の 

添削がよく送られている。(労衛法関係であっ 

た。)

10月3日(日)晴

一日中原稿書き。頭の痛くなるほど書く。 

(二足のわらじが次第に苦しくなってきてい 

た。)

10月4日(月)晴

羽生地区の衛生週間巡視。日本精工ほか。 

終って高橋工業の社長等と“田舎教師”のモデ 

ルの墓に行ぐつくつく法師が鳴き、櫸と銀杏 

の大木が美しい。

10月5日(火)晴

小暮労災監察官による労災業務監察。昼の 

休憩時間に利根取水堰案内。監査終了後、基準 

協会江森事務局長の車で行田古墳群見学。寒 

し。旧民家良し。

10月6日(水)晴

午前中江森さんの車で庶務係長とともに 

“むさしの村”に行ぐ“友の会”(退職者の会) 

の会場を椎名さん(浦和署時代の署長)に頼ま 

れたため。午後局へ共済組合員証の検認に行 

く 〇金子氏(鉛中毒事件のときの浦和署労災課 

長。このときは局賃金課指導官。)に誘われ飲

みに行く。“くし伝”4,060円。’“かすが”1,000 
円。全部払う。金子氏泥酔し客にからみかかっ 

たので1人帰る。

10月7日(木)晴

午前中市民会館で衛生週間表彰式。午後署 

長全員(財)保健センターで会談後、東晶大飯 

店で宴,

10月9日(土)雨

愛知局A監督官から電話。一人娘白血病で 

大学病院入院。丸山ワクチン考慮をしている 

と相談を受ぐその可能性についてすぐT医 

師に連絡。(残念ながら力及ばず間もなく死亡 

された。A氏は元部下。)

10月13日(水)曇

午後戸丸監とNフヱロ有機(株)の定期監 

督。安定剤製造。ひどい粉じん。(鉛等の重金属 

を使用していた。特殊健康診断の結果を見る 

と、鉛中毒らしい自覚症を訴えている労働者 

がいた。数値も良くないので、当時創設された 

労災保険の制度を利用して無料で精密な診断 

を行ったが、鉛中毒の段階には至っていない 

ということで、残念ながら空振りに終った。し 

かし、会社側は熱心でいろいろと改善が行わ 

れた。)

10月14日(木)雨

10:30新宿で日評渡辺氐に原稿を渡す。都 

立大での労働法学会をのぞき、経堂の生活ク 

ラブ生協の伊藤段をはじめて訪問。(この日は 

休暇を取り、一日中かけまわった。伊藤さんと 

いうのは京都大学を出て国際興業に就職し、 

その後生活協同組合に転じられた。このとき 

から22年後の本年定年退職され,新しい出発 

をするとつい数日前にお便りをいただいた。 

私の紹介で労務管理について雑誌に 

書かれたこともあった。)
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各堆の便り

東京安全センターを設立
東京®東京東部と三多摩が協力して

7月7日、東京•江東区で東京 

労働安全衛生センターの設立 

総会が約100名の参加者のも 

と開催された。この日より東京 

安全センターは、東京東部労災 

職業病センターの発展的改組 

と三多摩労災職業病センター 

の協力によりスタートするこ 

ととなった。

2つのセンターはそれぞれ地

域で10数年にわたり被災労働 

者の相談活動を行いながら,労 

災職業病を根絶するための取 

り組みを展開してきたが、東京 

安全センター設立に至るこの 

間の経過は次のとおり。

1997 年
8月18日 東京東部、三多摩の 

両センター、全国安全 

センターで相談会

1998 年
1月19日 東京安全センター

設立準備会発足

2月末 東京安全センター

(仮称)設立趣意書作成

3月23日 東京東部、三多摩の 

両センター、全国安金 

センタ_で合同会議

4月13日 第2回設立準備会
5月 東京東部センター

事務所移転、全国安全 

センター事務所移転 

6月1日新事務所開設祝賀会 

6月17日第3回設立準備会
7月7日東京東部センター第 

14回総会、東京安全セ 

ンター設立総会

設立総会では、活動方針とし 

て、職場改善支援、参加型•自主 

対応型の安全衛生活動の推進, 

相談活動•労働行政改革のため 

の運動,を重点課題に,働く者の 

いのちと健康を守る新しい拠 

点として東京安全センターを 

確立していくことが確認され 

た(別掲も参照)。

役員体制では、代表に平野敏 

夫氏(旧東京東部労災職業病セ 

ンター代表•医師)、副代表に西 

畠正氏(三多摩労災職業病セン 

ター代表■弁護士)が就任し、そ 

の他運営委員と事務局員が選 

任された。

なお、本年10月2日(金)午後 

6時半から東京安全センター設 

立記念講演会を東京•総評会館 

会議室において開催する。講演 

は、全国安全センター副議長の 

天明佳臣医師による「21世紀を 

めざす労働安全衛生活動(仮)J 
(どなたでも参加できます)。

① 職場の安全衛生を支援します

•職場訪問、職場改善を支援

•職場改善事例集を発行

■機関紙,会報の発行

② 参加型•自主対応型の安全衛生研修

■東京労働安全衛生学校の開催

•各種学習会、研修会の開催

•学習会等への講師の紹介や派遣

•安全衛生教育資料の作成

③ 労災職業病•安全衛生の調査、研究活動

•健康調査、健康診断、作業環境測定

•じん肺,アスベスト関連疾患,上肢障害等の調査研究

• VDT労働等の安全衛生対策

@相談活動

•労働災害,公務災害の認定補償等の相談

•職場の安全衛生への助言

•医療機関や専門家の紹介

⑤労働行政への提言と取り組み

•東京労働基準局、都内労働基準監督署との交渉

•被災者、労働組合と協力し、労働行政の充実強化を求める

L____ :_________________________
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各地の便り

日本の労災職業病の発生状 

況をみると、毎年2千件以上の 

死亡災害と15万件の休業災害 

が起こり、9千件を超える職業 

性疾病が新規に発生している。 

しかも、約8割が100人未満の

代表：平野敏夫

東京東部地域を中心に、労災 

職業病を根絶しようと活軌し 

て約20年。

その間,医師など医療関係者 

を中心とした「東京東部労災職 

業病研究会」から、さらに広範な 

労働組合の結集をめざして19 
85年に「東京東部労災職業病セ 

ンター Jに改組して活動してき 

ました。活動の主軸は一貫して 

東部地域に多い中小零細企業で 

働く労働者の安全と健康です。

数多くの労災職業病被災者 

から相談を受け、また地域の労 

働組合とともに職場改善の取 

り組みを進め成果をあげてき 

ました。1990年には,働く者の 

いのちと健康を守る砦として 

「亀戸ひまわり診療所」も設立で 

きました。

しかし、労災職業病の発生状 

況をみると相変わらず中小零 

細企業に集中しており、最近で 
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中小零細事業所。とくに小規模 

事業所には高齢者や外国人労 

働者、パートタイマーが混在し, 

労災職業病の発生率も高い。そ 

の一方、技術革新競争の激化や 

規制緩和による社会経済の激変 

は劣悪な作業環境で働く外国 

人労働者の被災も目立ってい 

ます。また、大企業でも「過労死」 

やストレスによる自殺など、過 

酷な競争による心身の健康障 

害も大きな問題になってきて 

います。このような状況の中で 

私たちセンターの役割はます 

ます重要になっています。この 

度、東京東部から東京全体に活 

動エリアを広げ、さらに多くの 

仲間とともに労働者の安全と 

健康を守る活動を進めていき 

たいと考えています。

副代表：西畠正

三多摩に被災者の駆け込み 

寺をという声に煽られるよう 

にして三多摩労災職業病セン 

ターを結成して12年になりま 

す。東京東部労災職業病セン 

ターの背中を見ながら少しで 

も追いつきたいと思って活動 

状況は、労働者の働き方、職場環 

境に重大な変化をもたらし、過 

酷な労働条件や能力主義、業績 

主義によるストレス過剰な働き 

方で心身の健康不安•健康障害 

を訴える労働者が増えている。

してきたのですが、時に背中が 

遠く見えるような思いがして 

いました。何といっても限られ 

たスタッフと財政力で相談活 

動をこなし、労災認定申請のお 

手伝いをする毎日になってい 

ました。しかし一方で、何回か企 

画した地域の労働安全衛生学. 

校を経験してみると、こうした 

労働者自身が命と健康を守る 

ために職場を変えていく活動 

にもっと関わりたいという欲 

求が抑えがたいものになって 

いました。

東京東部センターの活動領 

域を東京全体に広げようとい 

う提起に喜んで乗ったのは、東 

部の活動力を分けてほしいと 

いう願望もさることながら,労 

働者自ら職場を変えるような活 

動を進めてきた東部の経験に学 

びたいと思ったからでした。

三多摩センターは、地域の被 

災者の駆け込み寺という原点 

を踏み外さずに、一歩進んだ健 

康な職場づぐりのお手伝いを 

したいと願っています。これま 

での東京東部センターにはな 

かった味わいが三多摩の参加 

で生まれたと評価されるよう 

に頑張ります。皆さんが私たち 

の横に並び立ってくださるよ 

うに期待しています。mi

各地の便り

東京安全センターは、21世紀 

の労働安全衛生を展望しつつ、 

職場、地域の仲間とともに現場 

に密着した活動に取り組み、安 

全、健康、快適でゆとりある職場 

作りを支援するために運動を 

推進していく。

第2回職場改善大賞

東京安全センター設立に先 

立っ東京東部労災職業病セン 

ター第14回総会においては、 

「第2回職場改善大賞」が、東京 

東部労働組音安全健康プロジェ 

クトに贈られた。2つの総会議事 

が詰まっていたため,じっくり 

とその経験を聞く余裕がなかっ 

たが、2か月に一度開催してきた 

という「安全健康プロジェクト」 

の簡単に紹介された取り組みの 

経過は以下のとおり。

1996年
7月12日「粉じん対策とじん 

肺」

•講義：平野敏夫医師 

.報告と課題：大久保製壜支部 

•グループ討論と発表

•職場改善提案

9月19日「有機溶剤対策」 

-講義：平野敏夫医師 

•報告と課題：都留工業支部 

•グループ討論と発表

-職場改善提案

10月18日都留工業支部の職場 

訪問、職場巡視

11月12日「腰痛■頸肩腕障害予 

防河策」

•講義：三橋徹医師

•報告と課題：さゆり保育園 

•グループ討論と発表

-職場改善提案

1997年
1另24日 都留工業で作業環境

測定実施

•後日,東京東部センターより 

「職場改善報告書」を事業所 

に提出

4月4日 都留工業支部との会 

議

7月25日 職揚改善事例発表会 

•永柳工業支部

10月7日デイベン□イ支部訪 

問

11月7日 第5回東京労働安全 

衛生学校

•デイベンロイの職場巡視実 

施

12月16日デイベンロイ 

•労使へ安全衛生学校でまと 

めた「職場改善報告書」を提 

出

•安全学校受け入れの感謝を

込めて労使に記念品贈呈

1998 年
2月20日今期の安全健康プロ

ジェクト総括会議 

•今後の課題 

•運転職種の腰痛予防

• VDT作業対策
3月27日 運送関連の支部で腰 

痛アンケート実施

5月都留工業支部が安全衛生 

委員会に参加

5月22日 安全健康プ□ジェク 

卜会議

• 9月6日に腰痛予防自主健康 

診断を企画

6月10日 センター主1崔職場改
善事例発表会」

-大久保製壜支部が職場改善 

事例を発表

7月17日 安全健康プ 
ロジェクト会議 _

元米軍基地労働者が損賠請求 

神奈川參日米地位協定の民特法に基づく

4月21日、米海軍横須賀艦船 

修理廠の退職者たちが、在職中 

にアスベストなどの粉じんに曝 

露したことが原因で肺がんやじ 

ん月市になったことを理由に横浜 

防衛施設局に対して損害賠償請 

求を行った。請求した肺がんや 

じん肺の被災者は全部で20名。 

年齢はいずれも65歳から78歳 

までの高齢者で、すでにそのう

ちの3名が亡くなっている。

ほとんどの被災者が、アスベ

ストに曝露される機会の多い 

艦船修理の仕事に長期間従事 

し、退職後にじん肺が進行した 

り、肺がんを発症し、じん肺の管 

理区分決定や労災認定を受け 

ている。在職中のじん肺の管理 

区分決定時期は不明だが.続発 

性気管支炎などの合併症で要 

療養となったのはいずれも退 

職後のこととなっている。17名 

の被災者全員が労災で療養中 

であるが、うち3名は傷病等級
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各地の便り

3級に該当するとして労災保険 

の傷病補償年金の支給を受け 

ている。なお、死亡した3名のう 

ち死因がアスベストが原因と 

考えられる肺がんとじん肺の 

もの2名については、労災保険 

に休業補償とともに遺族補償 

も請求している。

©朝鮮戦争時にひどかった石 

綿曝露

被災者の米海軍横須賀艦船 

修理廠での職歴は、艦船のボイ 

ラー修理の際に防熱のために 

使用されているアスベストを 

直接取り扱うボイラー修理工 

や船内配管用に使用される断 

熱材を直接取り付ける断熱エが 

多いのはもちろんだが、職種が 

溶接工や機械工,板金工、カーペ 

ンターにまで及んでいること 

は、艦船修理の混在作業で問接 

的にアスベストに曝露する機会 

が多かったことを示している。 

しかも、少なぐとも1970年 

代以前は何の対策もとられて 

いなかったことは昨年12月6 
日に横須賀で開催された特別 

市民講座「アスベストの人体へ 

の影響」で紹介された疫学調査 

でも明らかにされている。同調 

査では、基地内の作業環境が 

「1950年頃からの艦船修理の 

増加にともなって石綿曝露量 

が増加したこと、しかし,1960 
年頃は防じんマスクもなく、使 

用もまれで作業場内の清掃も 

防じんには十分ではなく、1970 
年代になって粉じん作業の隔 

離やマスクの着用指導、じん肺 

教育や局所排気装置の使用、清 

掃などが開始され1980年代に 
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それらが実質的になった」とし 

ており、今回請求した被災者の 

証言を客観的に裏づけている。 

被災者たちが陳述書で生々 

しい体験を語っているように、 

艦船修理廠でアスベスト曝露 

が最もひどかった時期は朝鮮 

戦争の頃で,マスクも着けずに 

連夜の作業で、出動する上陸用 

船艇や駆逐艦、空母などの艦船 

修理のために、被災者たちがど 

れほど過酷な労働を強いられ 

たかは想像に余りあるだろう。 

•休業上積の請求総額1億7 
千万円

損害賠償の請求額は、死亡し 

たもの2名の遺族補償請求が総 

額8千万円、じん肺で療養を必 

要としたもの20名の上積み補 

償の総額が1億7,498万1,428 
円である。一人当たりの死亡損 

害の請求額4千万円は,造船大 

手各社の死亡の上積み協定の 

補償額を参考にじん肺裁判の 

判決で出された死亡の最高額を 

基準にしているD使用者責任を 

果たすという意味で手厚い保護 

がなされるべきだと思うが、ほ 

とんどの被災者が労災保険の給 

付を受けているため、一人当た 

りに平均した休業の上積み補償 

の金額が約875万円とささやか 

な要求額となっている。

©じん肺等被災者に過去の実 

績ぁり

もともと今回の損害賠償請 

求のきっかけとなったのは、昨 

年7月に実施された「じん肺•石 

綿健康被害ホットライン」で、地 

元の横須賀から「ベース(基地) 

でも造船の住友が組合と締結 

したような退職者の上積み補 

償協定がないのか」という相談 

があったことによる。

ホットラインの相談を担当 

した神奈川労災職業病セン 

ターなどが横浜防衛施設局等 

の関係諸機:関にあたったとこ 

ろ、上積み補償協定はないが、 

「日本国とアメリカ合衆国との 

間の相互協力及び安全保障条 

約第6条に基づく施設及び区域 

内並びに日本国における合衆 

国軍隊の地位に関する協定(日 

米地位協定)」とそれを国内で処 

理するためにつくられた「民事 

特別法」に基づいて、防衛施設局 

を窓口として,損害賠償を請求 

できることがわかった。

横浜防衛施設局の説明では, 

「これまでに、肺がんとじん肺で 

3件の請求があって、うち2件 

が死亡で遺族請求。1件が存命 

中の方からの休業給付の請求 

で、時効や過失相殺の問題は 

あったが、すでに支払いをさせ 

ていただいている」としている。 

これを踏まえて、昨年11月に 

設立されたじん肺■アスベスト 

被災者救済基金のスタッフと 

私たちセンターが協力して請 

求の準備を進めてきた。請求の 

手続にともなう実務の処理に

は、センターが被災者の代理人 

となって当たっている。

基地の退職者の労災職業病, 

アスベストに関連する被害に対 

する集団での損害賠償請求とし 

ては初めてのものであり、多く 

の皆さんの御理解と御_ 
支援をお願いしたい。_

(神奈川労災職業病センター)

_各地の便り

労災保険がわりの共済制度7 
大阪•被災者解雇した会社に家宅捜索

©会社、地労委審問に突如出現 

屋棍工事会社東海技研の社 

員Sさんが、労災請求を理由に 

違法解雇された問題で、ユニオ 

ンひごろは、不当解雇、団交拒否 

などに関する不当労働行為の 

救済を大阪地方労働委員会に 

求め、6月2日の地労委による 

調査を経て、第1回審問が7月3 
日に行われた。

これまで会社は、組合の団交 

要求はもちろん地労委の出頭 

要請などの一切を無視してき 

ていたが、この日突然、茨木支店 

長とその上司格に当たるとみ 

られる岐阜支店長を名乗る男 

性の2名が姿を現わした。

そのため審問の予定が、地労 

委の会社側に対する説明に1時 

間が費やされたあと、双方に対 

する調査に切り替わった。しか 

し、会社側は何の反省も謝罪も 

なく、「組合の主張の80%は間 

違っている」、「働いてもらって 

もいいが、大阪ではなく名古屋 

かどこかで」等と述べたため和 

解どころの話ではなぐ組合は正 

式の審問をもとめ、これが7月30 
日に行われることとなった。

その後,最近になって会社か 

ら地游委に対して答弁書が提 

出された。答弁書においても同 

様の主張がなされているが、こ 

れまでの団交拒否は「どのよう 

に対処すればよいかわからず 

困惑状態に陥ったため」で,不当 

労働行為もないし、謝罪の必要 

もない、というのだから大した 

ものである。

会社がSさんの労災適用の申 

し出を拒否し、労災請求の取り 

下げをあくまで強要をしたの 

は、労働保険加入を長年サボ 

タージュして,その肩代わりを 

労働者から強制徴収した月5,0 
00円の「共済」で行ってきたこ 

と、その違法行為を継続しよう 

としたためであることは明ら 

か。茨木労基署は、そのことの是 

正指導ならびに労働基準法19 
条解雇制限違反の是正指導を 

再三行ったが、これを徹底して 

無視してきた事実が残ってい 

るので、いまさらどんな言い訳 

も通用しない。組合は当然にし 

て、あくまで徹底して闘う方針 

だ。そして、ことの本質をふまえ 

た早期救済命令を出すのが地 

労委の使命といえよう。

•6日後、本社、支店に家宅捜索 

大阪、愛知労働基準局は7月 

9日、労働基準法19条「解雇制 

限」違反、労働安全衛生法100条 

ならびに労働安全衛生規則97 
条「労働者死傷病報告提出義務j 
違反などの容疑で、東海技研の 

名古屋本社と吹田市にある大 

阪支店を家宅捜索した。労基局 

による記者会見が行われたた 

め、捜索当日は新聞、テレビでも 

報道された。(労基法19条は「使 

用者は、労働者が業務上負傷し、| 

又は疾病にかかり療養のため 

休業する期間及びその後の30 
日間並びに産前産後の女子が 

第65条の規定によって休業す 

る期間及びその後30日間は、解 

雇してはならない」と規定、罰則 

は「6ケ月以下の懲役又は30万 

円以下の罰金」。労働安全衛生規 

則97条は「事業者は,労働者が 

労働災害その他就業中又は事 

業場内若しくはその附属建設 

物内における負傷、窒息又は急 

性中毒により死亡し、又は休業 

したときは、遅滞なく,様式第 

23号による報告書を所轄労働 

基準監督署に提出しなければ 

ならない」と規定、罰則は「50万 

円以下の罰金」。)

当初、Sさんが会社に労災適 

用を申し出ても、会社はこれを 

拒否。Sさんが労基署に申告す 

ると「首にするぞ」と脅しなが 

ら、賃金の60%を支払うから請 

求を取り下げろと迫ってきた。 

会社はこの時点ですでに労基署 

から,労基法19条違反となるこ 

とと労災保険加入手続きをしな 

ければいけないことの指導を受 

けていて、会社にとって最良の 

策は,本人を抱き込むかつぶす 

ことだと決めて,Sさんに屈辱 

的な取引を強要したのだった。

Sさんは「取引」を拒否、お金 

は立て替え払いとして受け取 

るも労災請求は取り下げな
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かった。-一方で、Sさんはユニオ 

ンひごろに加入し、4月上旬、JR 
吹田駅近くの大阪支店に組合 

役員と一緒に組合結成通知と 

面交要求を持っていった。実は、 

この朝にもまた解雇通告と退 

寮強要をされており、急を要す 

る状況だった。こちらの申し入 

れにもこの時も支店長は全く 

反省の色はなかった。

この時点までにも茨木労基 

署に対して何度も会社への監 

督指導を求めたが、全く効果を 

上げていなかった。そこで会社 

に申し入れをした後すぐに、JR 
茨木駅に近い茨木労基署に向 

かった。担当監督官などに対し 

て生ぬるい監督指導を強く抗 

議するとともに,「きちんと何か 

するまでは労基署から帰らな 

い」と宣言して、即刻労基法違反 

で検挙するなどの法的措置を 

とるよう申し入れた。会社は労 

災保険への加入指導に対して、 

加入のしおりさえ持って帰ら 

ないなど極めて悪質で、少なく 

とも正式な是正勧告が早急に 

行われてしかるべきであるに 

もかかわらず、それさえ行って 

いなかったのだった。

そして、この日の正午頃やっ 

と是正勧告書を持って監督官が 

東海技研茨木支店に赴いたの 

だった。Sさんへの長時間の聞 

き取り等も行われたのでこの日 

はまる1日を労基署で過ごした。 

帰署した監督官によれば、支 

店長に直接手交できなかった 

とのことだったので、再度、直接 

指導i■るよう要請した。その日 

の夜に再度監督官が支店に出 

向いて直接指導が行われたと 

のことだった。Sさんはこれで 

ひとまず安心であろうと寮に 

帰った。ところが夜中の12時ご 

ろ、支店長が寮に追い出しにき 

たというから驚きである。しか 

たなく Sさんは警察に通報し、 

交番警官が来てとりなし、支店 

長はなんとか引き上げたのだっ 

たが.翌早朝にはまた追い出し 

にきた。結局、寮も出ざるを得な 

かった。まったくもって許し難 

い状況となった。その間、労基署 

に対しては何度も連絡したが有 

効な手だてはとられなかった。

それから2か月。やっとこさ、 

それも家宅捜索だけが行われ 

たわけで、やりきれない思いで 

いっぱいだ。しかし,やるからに 

はとことんやってもらわないと 

困る。法違反を罰し、労働保険に 

加入させて保険料を徴収し、他 

にもあるだろう労災隠しの全貌 

を明らかにしてもらいたい。

新聞報道によると,「社員から 

毎月5千円を徴収する共済会シ 

ステムで,社員に事故があった 

場合に給付していたとの証言 

もあり、同局(労基局)は『保険に 

加入せず、社員の金で補償の代 

わりにしていたとすれば問題 

だ』として実態を解明する」(読 

売)とのことである。

先に述べた会社側の答弁書 

ではこの点、次のように書かれ 

ている。

「会社が労働保険に未加入で 

あったことは認める。ただし、会 

社はその代わりとして、東窠海 

上火災の保険に加入しており, 

その保険給付金を業務上の災 

害保証(ママ)に充てている」

おそらく傷害保険のたぐい 

が使われていたものと思われ 

る。派遣業関係などでこうした 

仕組みで労災隠しが行われて 

いることがあるので初耳ではな 

いが、家宅捜索が行われたこと 

でもあり、目の前につきつけら 

れた労災隠しをどこまで暴き、 

被害者を救済していけるか、再 

発防止にどう取り組むのか、ま 

さに労働行政の姿勢が問われて 

いるといえる。何しろ「屋根工事 

会慰:」である。Sさんによると安 

全帯も何もなし、そんな会社が 

労災保険未加入ではわんさと労 

災隠しがあるに違いなかろう。 

©会社に鉄槌を！そして…

地労委へのふざけた答弁書 

がだされたのが家宅捜索の後 

であることからみて、未だに会 

社は反省せず、どう難を逃れる 

かだけ思案しているようであ 

る。しかし、民間調査機関によれ 

ば東海技研は、名古屋本社の他 

に、大阪,京都、和歌山,伊勢、津、 

岐阜、浜松、静岡、神奈川、大宮、 

千葉に支店をもつ屋根工事を 

主体とする社員200名程度の 

中堅建築会社らしぐこれが全 

社的に労災保険未加入、労災隠 

しを行っていたのであるから、

Sさんだけ、東海技研だけに止 

まらない問題であることは言 

うまでもない。

極めて悪質な会社は社会的 

制裁を受けなければならない 

し、劣•災隠しが暴かれ、被災者、 

労働者が救済されなければな 

らない。労災保険の代替として 

の傷害保険契約もあってはな 
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らないものだ。安全センターと

して今後とも、ユニオンひごろ 

の闘いを支援するとともに、労

働行政の姿勢にも大い_
に注目していきたい。_

(関西労働者安全センター)

腰痛を審査請求で逆転認定 

神奈川癰日雇港湾労働者のSさん

見てきた。あまりにも危険と背 

中合わせの仕事なのと,重労働 

のため腰を痛めたので数年で退 

職して、浪人グループに戻った。 

昭和51年,田中角栄元首相 

が逮捕された2〜3日前,H荷 

役で働いていた頃,作業終了後 

会社で足が上がらず.靴下がは 

Sさん(65歳)は、1998年3月 

31日、腰痛症について神奈川労 

災保険審査官より原処分取消 

の決定を受けた。鶴見労働基準 

監督署の業務外決定(1997年6 
月)がくつがえされたのである。

Sさんは、長年にわたって港 

湾の重労働についてきたが、日 

雇いのいわゆる浪人グループと 

して手帳を持たず(こ作業してき 

たため,就労証明がとれなかっ 

たことや、医証面では、主治医と 

局医との意見が異なることが問 

題となっていた。審査官が依頼 

した鑑定意見では、「重量物取り 

扱いによる変性が認められ」、業 

務歴も同僚の証言などから「相 

当長期間港湾労働に従事してい 

たことが推認され」、業務上の決 

定となった。しかし、膝関節症に 

ついては、審査会でも業務外と 

されたことは残念である。

昭和33年から日雇港湾労働 

者となり、主に浪人グループと 

して船内作業に就労してきた。 

浪人グループとは、本船6人、上 

肩2人、玉掛1人、ウインチマン 

1人の10人程度でグループに

に港湾労働を引退。その後、建築 

関係のとび、土工,警備員などの 

仕事に就いたが、腰痛のため働 

けなくなり、平成8年4月生活 

保護取得。労災申請にいたる。

主な作業内容は、K港運では 

ベトナム戦争の時,ノースピア 

で食糧の積み荷を毎日のよう 

にやった。三部通し(昼.夜、昼の 

連続勤務)や逆通し(夜、昼、夜の 

連続勤務)はザラだった。戦車の 

積み荷もやった。

H荷役(常備)では、船内、沿 

岸、食庫作業と何でもやったが、 

とくに東京芝浦埠頭での材木 

の水面どりはきつい仕事だっ 

た。本船から材木を水面に落と 

す作業で,ワイヤーを掛ける人3 
人、ウインチマン1人、玉掛け1 
人で行った。材木が揺れるため、 

逃げ遅れて材木が当たり.死亡 

したり片足を失った人を何人も 

けないことがあった。帰宅して 

から整形外科にかかり、2週間 

ほど仕事を休み、温熱とけん引 

治療を行った。医師からは、「こ 

れは職業病だから治らない。だ 

ましだましやるしかない」と言 

われていたD

この時から腰痛を抱えなが 

ら生活のために働くように 

なった。痛みが強いときには、柔 

道整復やマッサージに通いな 

がら、一反のサラシを卷いて働 

いてきた。徐々に症状が悪化し、 

数年前から立っても座っても 

痛く,身のおきどころのない状 

態。長時間座っていると、途中で 

一度腰を伸ばさないと腰から 

両足にかけてシビレてくる。

1996年4月から横浜の港町 

診療所に通院し,けん引と投薬 

治療(貼り薬,飲み薬)を受けて 

いる。業務上認定後は、緘灸治療 

も受けられるように 

なった。

(神奈川労災職業病センター)

定時分だけで給付基礎日額 

兵庫®外国人労災で算定し直さす

なり、日雇いで各港湾会社の仕 

事を行うものである。平成元年 
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すでに在留資格の切れたペ 

ルー人から相談があった。労災 

保険による補償を受けている 

が、書類や通帳は事業主が持っ 

ているので、適正に手続が行わ 

れているかどうかわからない。 

支給額はある程度事業主より 

渡されているが、労災手続が終 

わったときに、彼が入管に出頭 

せずに逃げないよう30万円ほ 

どまだ事業主が預かっている 

とのこと。

事業主の製革工場社長は、と 

にかく「逃げたら誰が責任とる 

んや」の一点張りで、書類など本 

来本人のものであるというこ 

とを説明しても聞く耳を持た 

ない。だいぶ説得して,最後に支 

給決定通知のコピーだけを本 

人によこした。

補償の残りの金額と書類の原 

本は、入管に連れていくときに 

渡すと言うn本人が「支給が適切 

にされているならそれでいい」 

と言うので、とりあえず決定通 

知の説明を本人に行った。また、 

監督署と入国管理局にもことの 

次第を話して,それぞれから本 

人に渡すよう言ってもらった。 

さて,決定通知の内容から、事 

業主がまだ預かっている金額 

ははっきりしたので、それを彼 

に伝えたのだが,もうひとつ気 

になっていることがあった。彼 

が受け取ったと言っていた金額 

が、彼の言う給料からして低い 

ような気がしていたので、給付 

基礎日額をタイムカードから計 

算し直して、決定済みの基礎日 

額と照らし合わせてみた。する 

と,3,000円ほど違っていた。

すぐに監督署に伝え.「こっち 

は提出された資料をもとにき 

ちんと計算していますから。事 

業主さんに聞いてみたんです 

か？」などととぼけた返答をす 

る担当者をせかして、再調査し 

てもらった。なにしろ入国管理 

局からはすでに1週間後に収容 

の日を指定されていた。

結果、監督署に提出されてい 

た賃金台帳は定時のみの賃金 

でそれ以外に残業代、出來高払 

いになっていた「しぼり」という 

作業の代金などが含まれてい 

なかったことがわかった。給付 

基礎日額は、5,3⑻円ほどから

12,000円にまで跳ね上がり、休 

業補償、障害補償の追給額は 

250万円ほどとなった。

労災補償の手続において、外 

国人の場合,本人が書類を持っ 

ていない、内容が分かっていな 

いケースは多い。その中で、給付 

基礎日額が違っているという 

ようなことが起こった。手続を 

よく理解していない事業主も 

多いので、監督署は適正な手続 

が行われるよう、より努力して 

もらいたい。被災者が日本語の 

理解できない外国人な

らなおさらであるD mu

(関西労働者安全センター)

「移転」と雇用、権利、安全衛生 
'^V&S9Workers' Health

International Newsletter

Hアメリカで、1991年に25名 

の労働者が死亡した火事の責 

任を問われて,懲役20年の刑を 

うけていた食品会社の前社長 

が、このたび釈放された。結局4 
年半しか入っていない。

Hアメリカ■ミシシッピ州の連 

邦裁判所で、違法に殺虫剤を個 

人宅に供給していた2人に対し 

て、それぞれ懲役6年6か月,5 
年3か月の実刑判決を下した。 

これは環境法違反の刑として 

は米国史上最も重いもの。

Hアメリカ医療協会が発行し 

た雑誌の記事によると、1992年

にアメリカで職業病に罹患し 

た労働者は862,200人にのぼ 

り、そのうち死亡者は60,300 
人。また労災に遭った被災者は 

132万人、死亡者は6,500人と 

のこと。これらのことから職場 

の損失は1,710億ドルに達して 

おり、AIDsや他のガンのコス 

卜よりもはるかに大きいJこも 

かかわらず、マスコミもあまり

とりぁげず、政府も無視、研究も 

遅れている。

题国際自由労連(ICFTU)によ 

ると、西インドのダイアモンド 

産業に大量の児童が就労して 

おり、労働条件は劣悪で切り出 
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したダイアモンドの価値の1% 
しか払われていない。

酾ヨーロッパの経営団体と労 

働組合が,農業労働改善のため 

の協定書を締結した。EU法の 

ような法的拘束力はないが、各 

国での交渉のたたき台にしても 

らいたいとのこと。例えば労働 

時間は40時間から39時間に短 

縮することなどを定めている。

■アメリカのAFL-CI 〇がユ 

夕労働衛生大学に委託したク 

レーンによる死亡災害の調査 

によると、事故発生現場のうち 

3分の2までがOSHA(労働安 

全衛生局)の監督を受けていな 

かったことがわかった。

Hインドネシアで1997年1月 

から9月までの間に100名の建 

設労働者が死亡災害に遭った。 

1996年は101名の労働者が命 

を奪われている。「インドネシア 

法律扶助研究基金労働部」の 

Teten Masdukiさんは、政府が 

必要な法的対策を怠っている 

の；^大きな原因である、とS吾る。

Hアメリカの〇SHA (労働安全 

衞生局)が役に立ってない。毎年

3,000人以上の労働者が職場の 

安全衛生や雇用のことなどで 

申告するのだが、実はそのうち 

3分の2が射応されないままで 

あることが、労働省自身の199フ 

年の調査で判明した。

8ヨーロッパ産業鉄鋼合金評 

価グループによると,ステンレ 

スに含まれているニッケルが、

発がん性物質である疑いが出 

ている。

釅OCAWの「適切な移転」に関

する決議から

Corporate America は雇用 

破壊、労働者の健康破壊,環境汚 

染の限界点に達しつつある。〇 

CAWは,労働者の生活と健康 

とともに地域の環境を守る活 

動に積極的に関わる。製品や生 

産工程の多くが労働者、地域、環 

境に悪影響を与える可能性が 

ある。そうしたものの禁止や削 

減は、社会全体の利益にかなう 

としても、労働者と地域の間で 

の軋櫟を生じる。OCAWは、公 

正で適切な移転が、健康や環境 

を守ることと同時に労働者の 

生活を守り,企業の責任を果た. 

すことになると考える。〇CA 
Wは連邦政府が基金を設立す 

べきであり、企業も拠出金を出 

すべきだと考える。OCAWは、 

基金設立のために他の労働組 

合や地域団侔に働きかける。 

OCAWは、有害な物質を削減/ 

禁止とともに、移転によって影 

響をうける雇用や権利を考慮 

するような公共広報活動を支 

援する。

Bイギリスの科学エネルギー 

鉱山一般労働組合の調査によ 

ると、レスポンシブル■ケア計画 

と称される化学物質の管理手 

法があまり役に立っていない。

Kアメリカ•ピッツバーグで,塩 

素ガスが漏れた。何人かの労働 

者が頭痛などを抱えて_

[^19頁から続く] と認められる者」という 

判断は,どのようになされているのか。自治体 

に実質的な判断権限を与えているということ 

ではないのか。

省：「1年」ということについて、この場で明確な 

回答はできない。改めて.明らかにしてもよい。 

1年未満のケースについて、個々具体的に指示 

することはしていない。区市町村で適正にやつ 

ていると考えている。

団：国民健康保険には加入させない-方、国民年 

金に入れているようだ。同じ社会保険制度の 

中で、矛盾ではないか。

省：国民年金にも加入させないのが原則だと聞 

いているが……。

団：地域の健康促進■公衆衛生の確保という厚生 

省本来の役割や国民皆保険制度の趣旨から考 

えて、在留資格のない外国人も、国民健康保険 

等に加入してもらうべきだ。すなわち,外国人 

が病気にかかった場合、症状が軽度のうちに 

医療にかかることができるほうが、地域の健 

康•衛生という観点からも、医療財政的に見て 

も得策だ。医療目的の入国などを心配するの 

は、見当違いだ。政策の再検討を是非し_ 
てもらいたい。 _
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平成8年(行ウ)第280号
国民健康保険被保険者証不交付処分取消請求事件 

(平成10年3月6日口頭弁論終結) 

判 決

東京都武蔵野市一

原告 +_ 〇 〇

右訴訟代理人弁護士 大貫蹇介

同 近藤博徳

同 三木恵美子

同 毛受 久

同 矢澤昌司

東京都武蔵野市緑町2丁目2番28号
被告 武蔵野市

右代表者市長 土屋正忠

右訴訟代理人/右指定代理人(省略)

主 文

- 被告が平成8年4月19B付けで原告に対してした, 

国段健康保険被保険者証を交付しない旨の処分を取 

り消す。

二訴訟費用は被告の負担とする。

事実及び理由

第一原告の請求

主文同旨

第二事案の概要

本件は、在留資格のないまも日本人と_因し、被告の 

区域内に居住している中国人女性である原告が,被告に 

対し、国民健康保険被保険者証の交付を求める申請似 

下「本件交付申請」という。)をしたところ、被告が、原告に 

は在留資格がなぐ国民健康保険の被保険者資格を定め 

た国民健康保険法似下「法」という。)5条の「住所を有す 

る者」に該当しないことを理由として、国民健康保険被 

保険者証を交付しない旨の処分(以下「本件処分」とい 

う。)をしたため,原告がこれを不服として、その取消し 

を求めている事案である。

-関係法令の定め

法によれば、市町村又は特別K (以下,単に「市町村」と 

いう。)の区域内に住所を有する者は、健康保険等の被用 

者保険の被保険者など法6条各号に掲げる適用除外事由 

に該当する者を除き、当該市'町村が行う国民健康保険の 

被保険者とされ(法5条、6染).右被保険者は、当該市町 

村の区域内に住所を有するに至った日又は法6条各号の

V ずれにも該当しなくなった日から、その資格を取得す 

るものとされている(法7条)。

二前提となる事実

(以下の事実のうち.証拠等を掲記したもの以外は、当事 

者間に争いがない事実である。)

1原告の身上関係等

(-)原告は、1968年(昭和43年)4月24日生まれの中国 

国籍を有する女性である。

(二) 原告は、その出身地である中国上海市内で、日本人 

のA(以下「A」という。)と知り合い、平成2年11月19日, 

中国において中国の方式により同人と婚姻した。

原告は、Aと日本国内で婚姻生活を送るため,平成3年 

1M17S.来日し、出入国管理及び難民認定法似下「入管 

法」という。)別表第2の「日本人の配偶者等」の在留資格 

で在留期間を1年として在留することを認められ,同日 

から、東京都杉並区一においてAとの同居を開始した。 

また,原告は、同月22日、東京都杉並区長に対し外国 

人登録の申請をし、同日から同区の国民健康保険®被保 

険者として取り扱われることとなった。

(甲2,6.54,56,64,原告本人、調査嘱託の結果,弁論 

の全趣旨)

(三) その後,原告は、中国在住の祖母が病気になったた 

め,一時帰国することとし、平成3年1月25日,入管法26 
条の再入国許可を受けた上で出国し、同年3月12日、日 

本に再入国した。

なお、杉並区においては、原告が右の出国をした日の 

翌日である同年1月26日をもって、国外転出を理由とし 

て、原告が同区の国民健康保険の被保険者資格を喪失し 

たものとして取り扱っている。

(甲2,54.56.原告本人、調査嘱託の結果)

(四) 原告とAは,婚姻直後から不仲となったが、原告は、 

平成3年3月に中国から戻った後、Aから暴力を振るわ 

れたことに強い衝撃を受け、同人と同居することが苦痛 

に感じられるようになった。そして、原告は、同年4月こ 

ろ離婚を決意してAと別居し、杉並区内の友人宅に一時 

身を寄せた後、同区一所在のアパートを原告名義で賃借 

してここに転居した。

また、原告は,代理人を通じて、上海市中級人民裁判所 

にAとの離婚を求める訴訟を提起しT,離婚判決を得、 

平成5年2月6日.右判決が確定した。

なお、原告が上陸時に許可された在留期間は平成4年
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1月17日までであったが、原告は.Aと別居し.離婚訴訟 

が継続中であったこともあって,在留期間の：^斤を申請 

しなかったため、上陸時に許可された在留期間の経過に 

より在留資格を失い,以後在留資格のないまま日本に残 

留することになった。

(甲6、54、原告本人)

(五) 原告は,平成5年12月25日、現在の住居である柬京 

都武蔵野市一所在の〇〇の一室を原告名義で賃借し,そ 

のころ、右(四)記載の杉並区一のアパートから右住居に 

転居した。

(甲3、54,原告本人)

(六) 原告は、平成6年6月ころ,当時働いていた郷土料 

理店の客の家に遊びに行った際に、同じく同所に遊びに 

来ていた当時〇〇大学国際学部の学生であったB (以下 

「B」というJと知り合い、同年夏ころから,同人と結婚を 

前提に交際するようになった。そしてBは,平成7年5月 
から原告の住居である〇〇に転居して、同所で原告と同 

居するようになり、Bと原告は,同年7月28日、武蔵野市 

長に対し婚姻の届出をした。

なお、原告は,右の婚姻の届出に先立つ同年6月13日, 

武蔵野市長に対し、外国人麗の居住地を東京都杉並区 

高円寺南一-から現在の居住地である「東京都武蔵野市一」 

(以下「現居住地Jという。)に変更する旨の居住地変更登 

録の申請をした。

(甲1、4、5、54、64,乙1ないし3、7、証人〇、原告本人)

(七) 原告は,法務大臣に対し,平成7年11月9.0付けで, 

入管法50条1項3号に基づく在留特別許可の付与を求 

める旨の申請を行った。

(甲7、原告本人)

2本件処分

原告は、平成8年4月5日付けで,被告に対し、国民健 

康保険被保険者証の交付を求める本件交付申請をした 

ところ、被告は、同月19日付けで、原告に対し,原告には 

在留資格がなぐ法5条の「住所を有する者」に該当しな 

いため,国民健康保険の対象外となるので、国民健康保 

険被保険者証の交付はできない旨の本件処分を行った。 

3麵青求

原告は、本件処分を不服として、平成8年5月14日付 

けで,東京都国民醸保険輕会に対し、歸請求を行っ 

たが、同審査会は、同年10月31日付けで,右審査請求を 

棄却する旨の裁決をした。

三争点及び争点に関する当事者の主張

1本件の争点は,原告が、被告が行う国民健康保険の被 

保険者資格を有するか否かであり,具体的には.原告が 

法5条の定める「(被告の区域内に)住所を有する者」に該 

当するか否かが問題となる。

なお、法9条2項は、世帯主は、市町村に対し、その世帯 

に属するすべての被保険者に係る被保険者証の交付を 

求めることができる旨規定しているところ、右規定が被 

保険者証の交付申請権者を世帯主に限定する趣旨であ 

るとすれば、世帯主以外の者からされた交付申請は,被 

保険者証の交付申請の申請者適梧を欠く者によってさ 

れた不適法な申請というべきことになる。しかし、被告 

は、本件交付申請にっき,原告が右申請者適格を有する 

かどうかについては積極的に争っていないので、本件に 

おいては、被告は、原告が右申請者資格を有すること(申 

請権者が世帯主に限られるものとすれば,原告が世帯主 

であること)について明らかに争わないものとして,こ 

れを自白したものとみなし、原告の右申請者適格の有無 

については,当裁利所の判断の対象とはしない。

2本件の争点に関する当事者の主張は、次のとおりであ 

る。

源告の主張)

(-)市町村の区域内に住所を有する者は、法6条の適用 

除外事由に該当しない限り、当該市町村が行う国民健康 

保険の被保険者となるものである(法5条,6条)。そして、 

右の「住所」とは、各人の生j舌の本拠をいうものであり、 

在留資格の有無と住所がどこにあるかとは、直接関連す 

るものではない。

しかして,原告は、現居住地を生活の本拠としている 

から、被告の区域内に住所を有するものに該当し.かつ、 

法6条所定の適用除外事由に該当しないので、当然に、被 

告が行う国民健康保険の被保険者となるものである。 

に)しかるに、被告は、法5条の「住所を有する者」につい 

て、居住の継続性、安定性を要するものと解し,在留資格 

のない外国人については,退去強制の対象となることも 

あることから、居住の継続性、安定性が係障されていな 

いので.法5条の「住所を有する者Jに該当しないとして、 

原告の被保険者資格を認めなかったものである。

しかしながら、かかる被告の解釈,運用は,以下のとお 

り、明らかに違法、不当なものである。

(1)国民健康保険制度においては、かつては、日本国籍 

を有しないものはその適用対象から除外されていたが. 

在日朝鮮人•韓国人における国民健康保険の適用の現実 

的必要性並びに国際｛ヒ時代の到来、国際交流の活発化K 
び国内外における内外人均等待遇の原則の確立を背景 

として、昭和61年3月7日付けで法施行規則の一部改正 

が行われ、同年4月1日から外国人に対しても国民健康 

保険が適用されることになった。

国民健康保険が外国人に適用されることは,国民健康 

保険が健康の保持と医療における社会保障の目的をも 

つものであるである以上、むしろ当然のことであり、そ 

の制度目的の達成に必要なことである。

右の観点からすれば、国民健康保険の被保険者資格を

安全センター惰報1998年9月号45



外国人国保裁判•東京地裁判決全文

定めた法5条の「住所」の解釈について,日本人の場合と 

外国人の場台とで区別する合理的根拠はなぐ国民健康 

保険の被保険者資格は、日本人の場合であろうと外国人 

の場合であろうと.法5条に定めるとおり、市町村の区域 

内に「住所」,すなわち、「生活の本拠」があれば付与される 

のである。そして、現に、国民健康保険の運用において、 

日本人の場合には、被保険者資格の要件たる住所の有無 

について「居住の»性、安定11生Jは問題とされておらず、 

外国人についてのみ被保険者資格を取得するために「住居 

の継続I生、安定性」が必要であるとする理由は存しない。

(2) ところで、厚生省保険局国民健康保険課長は、平成 

4年3月31日、都道府県民生主管部(局)長あてに,「外国 

人に対する国民健康保険の適用について(通知)」(以下 

「厚生省通知」という。)を発し、原則として,在留期間1年 

以上の在留資格を有する外国人についてのみ国民健康 

保険の適用対象とすることとした。

被告は、本件処分をするに当たって、形式的には厚生 

省通知を引用していないが、実質的には、厚生省通知に 

束縛され、法5粲に関し無理な解駅を採用したものであ 

る。しかし、厚生省通知は法律ではなく,また、法律の委 

任を受けた政令等でもないので、被保険者資格を決定す 

る法的根拠とはなり得ず,これを実質的に遵守しようと 

する被告の解釈は不当である。

(3) 法5条の「住所を有する者」の解觀について、「生活の 

本拠を有するが住所を有しない者」という範疇を創り出 

すこととなっている被告の解釈論は、地方自治法、地方 

税法、住民基本台帳法の解釈とも整合しないものであっ 

て,この観点からも許容されないものである。

すなわち,地方自治法10条1項は、市町村の区域内に 

住所を有する者は、当該市長村及びこれを包括する都道 

府県の住民とすると規定しているが、右条項の「住所を 

有する」とは、端的に生活の本拠を有するとの趣旨に解 

されており,生活の本拠を有しながら在留資格の欠如を 

もって「住所を有する」者には当たらないというような 

解釈は行政の運営上されていない。

また、地方税法により、個人の市町村民税は「市町村に 

住所を有する個人」に対して課すものとされているが洞 

法294条1項1号)、市町村民税は、実際に外国人に対し 

ても課されており、その際、在留資格の有無が問われる 

ことはない。

さらに、住民基本台帳法4染は、住民の住所に関する 

法令の規定は,地方自治法10条1項に規定する住民の住 

所と異なる意義の住所を定めるものと解釈してはなら 

ない旨規定している。住民基本台帳には、外国人は記載 

されないが、外国人も地方自治法10条1項の「住所を有 

する者」に該当するのであるから、外国人に関しても、右 

条項の趣旨は当然にあてはまるものである。そして、外 

国人に関しては、地方公共団体は、在留資格の有無にか 

かわらず、外国人登録がされている場所をもって生活の 

本拠と認定して事務一般を運用しているのであり、国民健 

康保険に関してのみ,在留資格を有しない外国人は「生活 

の本现を有していても住所は有しない」との解釈を行bこ 

とは、住民基本台帳法4条の趣旨にも反するものである。

(4) 被告は、在留資格のない外国人については,不法滞 

在者として退去強制の対象となることもあることから、 

居住の綱壳性、安定性が保障されていないと主張するが, 

外国人が、退去強制事由に該当し退去強制手続の対象と 

なったとしても、必ずしも退去強制処分に至るわけでは 

ない。殊に、原告のように日本人と婚姻した場合には、在 

留特别許可を受けることが常例となっている。退去強制事 

由に該当するからといって、ただちに退避錦i|になること 

を前提とする被告の主張は、その前提を誤るものである。

そもそも、退去強制に付するか否かは■.法務大臣の判 

断によるものであって、右判断を国民健康保険の窓口が 

行うこと自体不可能なことであり、また、不適切なこと 

である。国民健康保険の運営上は、当該外国人が退去強 

制に付されて、生活の本拠を失ってから■.その翌日に被 

保険者資格を失うとすればよいのであって,それが法の 

規定とも適合するのである。

(5) さらに■.法5条の「住所」についての被告の解釈は、市 

民的及び政治的権に関する国M約(以下「B規約」とい 

う。)26条並びに経済的、社会的及び文化的権利に関する 

国際規約(以下「A規約」という。)12条,2条2項、2条1項 

に違反し,ひいてほ憲法98条2項に違反するものである。

すなわち、被告は,居住の継続"性、安定性の要件は日本 

人、外国人を問わずに要求される要件である旨主張してレ、 

るが、その運用をみれば、外国人についてのみ居住の継続 

性、安定性を要求していることは明らかである。しかも、居 

住の継続性、安定性の認定-も「---定の在留資格を有してし、 

るか否か」によりほぼ--律に決しているのが実態である。 

しかしながら、在留資格の有無及び在留期間の長短と 

当該自治体における居住の継続性、安定性とは全く無関 

係であり、前者を後者の認定基準とすること自体、不合 

理、不適切といわなければならない。

いずれにしても事実上外国人についてのみ居住の継 

続性、安定性を要求し、日本人と別扱いとする被告の法 

5条の解釈は、なんら合理的根拠を有しないのであって、 

法の下の平等を保障したB規約26条に違反するととも 

に、社会権保障に関する平等原則を定めた嫌約12条、 

2条2項に違反するものである。

また,被告は、かつては在留資格を有しない外国人に 

対しても国民健康保険の適用を認めており、その後にお 

いて在留資格のない外国人に対し国民健康保険の適用 

を認めないとすることは、締結国がその国内における社 
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会保障の程度を後退させることを禁じたA規約12条、 

2条1項に違反するものである。

(三)以上のとおり、原告が被告の区域内に住所を有し、 

被告が行う国民健康保険の被保険者資格を有するにも 

かかわらず、その被保険者資格を認.めなかった本件処分 

は、違法な処分として取り消されるべきである。

(被告の主張)

(—)法5条の「住所を有する者」の「住所」については、国 

民健康保険制度が相扶共済の精神に基づき運営される 

ことに照らして、居住の継続性、安定性が認められるこ 

•とを要件とするものと解すべきであり,特に,日本に在 

留する外国人については、雜外国人が相当の期間、継 

続的かつ安定的に在留し得る資格、期間を有するか否か 

によって判断すべきである。

そして、在留資格のない外国人については,不法滞在 

者として退去強制の対象となることもあることから、居 

住の継続性,安定性が保障されていないので、法5条の 

「住所を有する者」には該当しないというべきである。

(二)原告は、平成4年］.月17日をもって在留期間が満了 

となり、その後に在留期間の更新がされていない外国人 

であり,原告が被告に対し本件交付申請をした平成8年4 
月8日の時点において在留資格を有しない者であった。 

そこで■,被告としては,かかる不法在留の場合におい 

ては、居住の継陵性、安定性が認められないから、原告は 

法5条の「住所を有する者」に該当しない者と判断し、本 

件処分をしたものであって、本件処分Iこ何ら違法はない。 

第三当裁判所の判断

—国民健康保険の被保険者資格について

1市町村が行う国民健康保険は、法6榮备号所定の適用 

除外事由に該当する者を除き、当該市町村の区域内に住 

所を有する者を被保険者として強制的の保険に加入さ 

せ(法5条)、被保険者の属する世帯の世帯主が納付する 

保険料(法76条)又は国民健康保険税(地方税法703条 

の4)、国の負担金(法69粲、70条)及び補助金(法74条)、 

都道府県の補助金く法75条)、市町村の一般会計からの 

繰入金(法72条の2第1項)などを財源として、被保険者 

の疾病、負傷、出産または死亡に関して必要な保険給付 

を行うものであり(法2条)、被保険者は当該市町村の区 

域内に住所を有するに至った日又は法6条各号所定の適 

用除外事由に該当しなくなった日から、当然にその資格 

を取得するものである(法7条)。

2右1記載のとおり、市町村の区域内に住所を有する者 

は、法6条各号所定の適用除外事由に該当しない限り,当 

然に当該市町村が行う国民健康保険の被保険者となる 

ものである。そして、右の「住所」とは、「市町村の区域内に 

住所を有する者は、当該市町村及びこれを包括する都道 

府県の住民とする」と規定した地方自治法10条1項にい 

う「住所」と同義であり(住民基本台帳法4条参照)、各人 

の生彳舌の本拠(民法21条参照)、すなわち■.当該個人がそ 

の場所に定住し、その者の生活関係全般の拠点となる場 

所をいうものと解するのが相当である。

3(-)ところで、個人の住所がどこにあるかを認定する 

に当たっては、居住関係を中心とした当該個人の客観的 

生活状況を基礎とし、その者の定住意思をも勘案して総| 

合的に判断すべきであるが、我が园こ在留する外国人の 

細こ認定については、日本人の住所の認定と全く同様 

に取り扱うことはできないものである。

すなわち、我が国に在留する外国人は,憲法上我が国 

に在留する権利ないし弓［き続き在留することを要求す 

ることができる権利を保障されているものではなく(最 

高裁昭和50年(行ツ)第120号昭和53年1〇月4日大法 

廷判決•民集32卷7号1223頁参照),入管法及び他の法 

律に特別の規定がある場合を除き,それぞれ、当該外国 

人に対する上陸許可若しくは当該外国人の取得に係る 

在留資格又はそれらの変更に係る在留資格をもって在 

留し(入管法2条の2第1項),原則として、該当する在留 

資格に対応する在留期間に限って、その在留が認められ 

るものである(同条3項参照)。外国人が現に有する在留 

資格をもって引き続き我が国に在留することを希望す 

る場合には,在留期間の更新を受けることができるが(同 

法21条1項)、在留期間の更新を受けようとする外国人 

は、法務省令で定める手続きにより、法務大臣に対し在 

留期間の更新を申請しなければならず(同条2項)、法務 

大臣は、当該外国人が提出した文書により在留期間の更 

新を適当と認めるに足りる相当の理由があるときに限 

り、これを許可することができるものである侗条3項)。 

そして、当初から在留資格を得す1こ不法に入国した者洞 

法24条2号参照)はもとより、在留資格を得て適法に我 

が国に入国した者であっても,在留期間の更新又は変更 

を受けないで在留期間を経過して残留するものは、退去 

強制の対象となるものである(同条4号ロ)。

右のような我が国に在留する外国人の法的地位にか 

んがみると、当該外国人が我が国の一定の場所に居住し 

ているという事実があったとしても、当該外国人がその 

場所に定住し,その場所が当該外国人の生活関係全般の 

拠点になっていると直ちに認めることはできず,我が国 

に在留する外国人の住所がどこにあるかを認定するに 

当たっては、当該外国人が我力掴に入国した経緯、入国 

時ないしその後における在留資格の有無及び在留期間 

の長短をも考慮する必要があるものである。

(二)もっとも,我が国に在留するタト国人の住所を認定す 

るに当たって、当該外国人が我が国に入国した経緯、入 

国時ないしその後における在留資格の有無および在留 

期間の長短を考慮する必要があるといっても、これらは、
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居住関係を中心とした当該個人の客観的生活状況を基 

礎とし、その者の定住意思をも勘案して総合的に判断す 

べき住所の認定において考慮されるべき事情の一部に 

とどまるものであり、また、在留資格のない外国人であっ 

ても、入管法50条1項に基づき我が国での在留を特別に 

許可される可能性もあることを考えれば、在留資格のな 

い外国人につき、一律に我が国に生活の本拠を有し得な 

いものと解するのは相当でなぐ在留資格のない外国人 

であっても,居住関係を中心とした客観的生活状況およ 

びその者の定住意思から、我が国に住所があると認める 

べき場合も存するというべきである。

したがって、在留資榕のない外国人であっても,右の 

観点から,当該市町村の区域内に住所を有していると認 

め得る者については、当該市町村が行う国民健康保険の 

被保険者となり得るものというべきである。

(三)この点に関し、被告は、法5条の「住所を有する者」の 

「住所」については,居住の誰続！生、安定性が認められる 

ことを要件とすべきであり、特に外国人については,当 

該外国人が相当の期間、継続的、安定的に在留する資格、 

期間を有するか否かによって判断すべき旨主張する。 

もとより、住所とは、各人の生活の本拠、すなわち、当 

該個人がその場所に定住し,その者の生活関係全般の拠 

点となる場所をいうものであるから、個人が現に居住す 

る場所が住所と認められるためには、一超呈度において 

居住の継続性、安定性を要するものであり,その意味に 

おいて、居住の継続1生、安定性は,住所の概念に当然内包 

されるものということができる。

しかしながら,居住の継続］生,安定性ということに住 

所の概念に内包される居住の継続］生,安定性という以上 

の意味をもたせ、これを前提に、外国人が法5条の「住所 

を有する者」に該当するといえるためには、当該外国人 

が一定の在留資格を有することが一律の要件になると 

解するのは、法5条の文理解釈上無理があるといわなけ 

ればならない。のみならず、住民基本台帳法4条が、住民 

の住所に関する法令の規定は、地方自治法10条1項に規 

定する住民の住所と異なる意義の住所を定めるものと解 

釈してはならないと規定している趣旨からすれば、国民健 

康保険制度が相互扶助と社会連帯の精神を基盤とする制 

度であるといえるとしても、かかる制度の性質論から、外 

国人について、法5条の「住所」の有無を判断する場合の一 

つの考慮要素にすぎない「在留資格を有すること」を「住所 

を有する者」に該当するための一律の要件とする右のよう 

な»を導くのは妥当性を欠くものというべきである。 

被告の右主張は採用することができない。 

二原告の被保険者資格の有無について

1被告は,本訴において,原告が法6条各号所定の適用 

除外事由に該当するとの主張はしていないので、原告が、

本件処分がされた時点において、被告が行う国民健康保 

険の被保険者資格を有していたか否かは,原告が、本件 

処分がされた時点において,被告の区域内に住所を有し 

ていたか否かによって決せられるものである。

2そこで,以下、この点について検討する。

前記第2の2記載の事実によれば、①原告は、平成3年 

1月17日に当時の夫と婚姻生活を送るため來日し,「日 

本人の配偶者等」の在留資格(在留期間1年)を得て我が 

国での在留を開始し、来日後間もなくして再入国許可を 

得て中国に一時帰国したものの、同年3月12日に再*日 

した後は、現在にいたるまで引き続き我が国に在留して 

おり,右再来日後,本件処分がされた平成8年4月19日 
の時点までの原告の在留期間年を超えていたこと、 

②原告は、平成5年12月25 0に現居住地のアパートを 

自己の名義で賃借し,そのころ同所に転居して以来現在 

にいたるまで同所に居住しており、本件処分がされた時 

点までの現居住地での居住期間年3か月余りである 

こと,③原告は、平成フ年7月28日,日本人である現在の 

夫と婚姻し、以来、現居住地のアパートにおいて同人と 

同居して婚姻生活を送っていること.④原告は,平成7年 

6月13日,外国人登録の居住地を現居住地に変更する居 

住地変更登録の申請をしていること、⑤原告は、上陸時 

に許可された在留期間が平成4年1月17日に経過した 

後は,在留資格を有していないが、平成7年11月9日に 

法務大臣に対し在留特別許可の申請をしたことが認め 

られる。そして、これらの事実によれば、原告が本件処分 

がされた当時(こおいて、現居住地に定住する意思を有し 

ていたことは容易に推認することができる。

右のとおりの居住関係を中心とする原告の客観的生 

活状祝を基礎とし、その定住意思をも勘案して総合的に 

判断すれば、原告は、本件処分がされた時点において,在 

留資格を有してはいなかったものの、現居住地を生活の 

本拠としていたものと認めるのが相当であり、したがっ 

て、原告は、本件処分がされた時点において、被告の区域 

内に住所を有していたものというべきである。

3そうすると、原告は、本件処分がされた時点において, 

被告が行う国民健康保険の被保険者資格を有していた 

ものというべきであるから、被告が原告の右被保険者資 

格を認めずに行った本件処分は違法というべきである。 

第四結論

よって,原告の本件請求t趣由があるから、これを認容 

することとし,訴訟費用の負担について,行政事件訴訟法 

7条、民事訴訟法61条を適用して、主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第3部
裁判長裁判官 青柳 馨

裁判官 増田 稔

裁判官 篠田 賢治
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